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一17一　国際的サービスに対する消費課税のあり方について
1．はじめに
　本稿は、消費課税の国際的な側面、なかでも特に、国際的なサービス及び無形資産の取引に対す
る課税問題について、わが国の消費税制度とEUのVAT制度の比較を中心として検討し、今後の
あり方について提言を試みようとするものである1）。
　サービスおよび無形資産の国際的な取引に対する消費課税のあり方については、近年、関心が増
大している。この点に関連して、OECDが2006年に公表したレポートの序文の一部を引用すると、
次のとおりである2）。
　　「国際的取引において取引されるものの大半が物品であり、税の徴収が原則として税関によっ
　て担当され、かつ、サービスが主として国内市場で取引されていた時代には、各国の消費課税
　のルールの相互作用に対してグローバルな関心を寄せる必要はほとんど存在していなかった。
　こうした状況は、近年、劇的に変化しており、国際的に合意されたアプローチの不存在（それは、
　必要性の欠如に由来したものである。）は、現在、企業と政府の双方にとって、特にサービスと
　無形資産の分野において、さらに物品の分野においても徐々に、重大な困難さをもたらしつつ
　ある。」
　このレポートでも言及されているとおり、従来の消費課税は国内消費に対する課税に限定され、
国際課税としての視点に欠けるものであった。外国との取引は、輸出入として税関によって管理さ
れ、国内と国外は完全に分離することが可能であった。すなわち、国際面の考慮を必要としない仕
組みが採用されていた。しかしながら、サービスや無形資産は、当初から税関の管理の対象外であ
る。そして、サービスや無形資産の取引が近年において重要性を高めるにつれて、現行の制度が本
来有していた欠陥が明らかになりつつある。
　本稿では、こうした状況のなかで、わが国の消費課税の問題点の解明に努めるとともに、VAT
の課税で豊富な経験を有するEUの動向を参考として、制度のあり方について分析検討を行い、今
後の制度改正に向けた提言を試みようとするものである。
　本稿の論述の順序は、次のとおりである。
　H章では、わが国の消費税における、国際的なサービスに対する課税の仕組みを解明するととも
に、先行研究をも参考としつつ、問題点を明らかにする。
　皿章では、EUにおける国際的サービスに対する課税の仕組みをVAT指令の条項に基づいて明
らかにし、さらに、2008年2月に行われたVAT指令のサービスの提供の場所に関する改正の具
体的な内容とその意義を明らかにし、わが国の制度との比較・検討のための参考とする。
　IV章では、国際的サービスに対する課税の仕組みについて、簡単なモデルを用意して、仕向地原
則あるいは原産地原則を採用した場合に生ずるであろう結果について分析・検討を試みることとす
1）本稿では、「サービス」という文言を適宜「無形資産」を含めた意味で用いることとする。
2）OECD“INTERNATIONAL　VAT／GST　GUIDELINES　February　2006”PREFACE　3．なお、本レポー
　トの本文で、サービスおよび無形資産の国際的な取引に対する課税のあり方、電子商取引に対する課税のあ
　り方についての指針が示されている。
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る。
　V章では、以上の検討を踏まえ、今後のわが国の消費税のあり方について、若干の提言を行うこ
ととする。
ll．国際的サービスに対する消費課税の現状と問題点
　本章では、わが国における国際的サービスに対する消費税の課税システムについて、現行の取扱
いをみていくとともに、先行研究を参考としつつ、その問題点を解明することとしたい。
　1節では、わが国における国際的サービスに対する消費税の課税システムの仕組みを解明する。
すなわち、消費税法および消費税法施行令のうち、本稿のテーマを関係のある条文を取り上げ、そ
の内容と考え方を把握することとする。なお、その際に、先行研究をも参考としつつ、現行制度の
問題点の所在を明らかにするよう努めたい。
　2節では、国際的サービスの具体的なパターンを取り上げて、わが国の制度の抱える問題点をさ
らに明確化することとしたい。
　3節では、わが国の消費税シムテムの特色と問題点に関する検討を踏まえ、問題の焦点がどこに
あるかを探ることとする。
1．わが国の課税シムテムの仕組みと問題点
　本節では、わが国の消費税にかかる法律および政令のうち、国際的サービスの課税に関連した規
定を中心にみていくこととする。その際に、先行研究の成果も参考として取り上げることとした
い3）。なお、本稿で「サービス」とは、原則として、消費税法の用語との関係では、「有形資産の譲渡」
以外のすべてを含むものとする4）。すなわち、役務の提供のほか、無形資産の譲渡や貸付も含むも
のである。なお、「サービス」と対立する概念は、有形資産としての「物品（あるいはモノ）」であ
る。こうしたサービスと物品という分類には、税関の機能との関連で意義がある。すなわち、物品
は税関での輸出入の規制の対象となり、サービスは税関での規制の対象外である5）。
3）水野忠恒教授は、『消費税の制度と理論』（弘文堂、1988年）の第6章「消費税と国際取引」において、
国際的サービス取引に対する消費課税の問題について、包括的かつ詳細に論じられている。また、『租税法（第
　3版）』（有斐閣、2007）の706頁から714頁にかけて、わが国の消費税法の条文を踏まえて問題点について
論じられている。本稿では、本章における消費税の法律と政令の検討にあたり、主として『租税法（第3版）』
の記述を参考とする。なお、渡辺智之教授によっても、水野教授の先行研究を踏まえて、国際的サービス取
引に関して、原産地原則と仕向地原則の比較を中心とした検討がなされている（「国際的サービス取引と消
　費課税」租税法研究34号62頁）。
4）EUにおける2007年VAT指令によると、「サービスの提供とは、物品の提供に該当しない取引を意味する。」
　（24条1項）とし、「物品の提供とは、有形資産の所有者としての処分権限を譲渡することを意味する。」と
定義されている。本稿では、基本的には、この用語法に従うこととする。
5）水野『租税法（第3版）』707頁で、消費税と税関との関係について、消費課税が関税と統一的に扱われ
　てきた歴史から、「国際的な取引に対する消費税の行政は大きく税関に依存している。」と述べられている。
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（1）納税義務者
　消費税の納税義務者は、国内取引については「事業者」とされ、輸入取引については「外国貨物
を保税地域から引き取る者」とされている（消費税法5条1項および2項；以下「法」とあるのは
消費税法を指すものとする。また、「令」とは消費税法施行令を指すものとする。）。ここで事業者とは、
「個人事業者及び法人をいう。」と定義されている（法2条1項4号）。
　消費税法では、所得税法における居住者と非居住者の区分、法人税法における内国法人と外国法
人といった、納税義務者の区分が存在しない。すなわち、所得税法や法人税法では、全世界所得を
課税対象とする納税者と国内源泉所得のみを課税対象とする納税者の区分が存在するが6）、消費税
法にはこうした区分は設けられていない。このことは、事業者が、その住所を国内に有しているか
否か、あるいは、本店または主たる事務所が国内にあるか否かを問わず、すべて同一種類の納税義
務者として扱っていることを意味する。すなわち、課税対象に該当する取引を行った者は、すべて
事業者として課税されることになる。外国に住所を有する事業者あるいは外国に本店または主たる
事務所を有する事業者であっても、課税対象取引を行う場合には、納税義務者に該当する7）。
　なお、事業者の概念との関係で注意を要するのは、小規模零細事業者を対象とした免税事業者制
度が設けられていることである（法9条）。この制度は、小規模零細事業者の事務負担を軽減する
こと等を目的としたものといわれている8）。本稿との関係で特に重要と考えられるのは、その仕組
みにおいて基準期間の制度が設けられていることである。すなわち、基準期間における課税売上高
が1000万円以下の事業者は、国内取引の納税義務が免除されており、ここで、基準期間とは、個
人事業者についてはその課税年度（課税期間）の前々年をいい、法人についてはその事業年度（課
税期間）の前々事業年度（事業年度が1年の場合）をいうものとされている。一般に、国内に支店
などの固定的な施設を持たない事業者が2年以上にわたって継続的に事業を行うことは少ないと考
えられることから、この制度により、結果的には、所得税法における非居住者や法人税法における
外国法人は、通常は、国内に支店等を有している場合を除き、国内取引について納税義務を負うこ
とはないことになる。また、納税義務を負うことがあるとしても、適切な課税は困難と考えられる9）。
（2）課税対象（国内取引）
　消費税法は、課税対象を、国内取引については、「国内で行われた資産の譲渡等」とし、輸入取
引については、「保税地域から引き取られる外国貨物」としている（法4条1項、2項）。ここでは、
国内取引を取り上げる。
　この規定から明らかなように、消費税法は、国内で行われた取引のみを課税対象としている。前
6）所得税法7条（課税所得の範囲）、法人税法5条（内国法人の課税所得の範囲）および法人税法9条（外
国法人の課税所得の範囲）。
7）納税者について、所得課税におけるような区分がないことは、消費課税において国際課税への用意のない
ことを示すものと考えられる。
8）金子宏『租税法（第13版）』（弘文堂、2008）537頁。
9）水野・前掲書707頁において、「実際には、非居住者または外国法人が国内で事業活動を行っても、それ
　らの法人や個人事業者が国内に固定した施設を有しない場合には、これらの者が申告や納付を自主的に行う
ことは期待できないので、問題の状況は所得課税の場合と大きくは異ならない。」と述べられている。
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述のように、消費税は納税者を課税範囲の違いによって区分する制度を有していないが、他方で、
国内の取引であれば、すべての事業者が納税義務者として課税されることになっているlo）。したがっ
て、ある取引が国内取引に該当するか否かの判定が非常に重要となる。
（3）国内取引か否かの判定
　国内取引については、「国内において、事業者が行った資産の譲渡等」が課税対象とされている
ことから、ある取引が国内で行われたか否かの判定が必要となる。
　資産の譲渡等が国内で行われた否かの判定について、消費税法は次のとおり規定している（法4
条3項）。
　「一　資産の譲渡又は貸付けである場合　当該譲渡又は貸付けが行われる時において当該資産が
　　所在していた場所（当該資産が船舶、航空機、鉱業権、特許権、著作権、国債証券、株券そ
　　の他の政令で定めるものである場合には、政令で定める場所）
　二　役務の提供である場合　当該役務の提供が行われた場所（当該役務の提供が運輸、通信そ
　　の他国内及び国内以外の地域にわたって行われるものである場合その他の政令で定めるもの
　　である場合には、政令で定める場所）」
　以上のように、役務の提供については、当該役務の提供が行われた場所が国内であるか否かが課
税上の重要な要素となる。なお、国内であると判定されたとしても、その事業者が国外に所在する
場合を想定した規定が設けられていない11）。この点については、「国内で行われた役務の提供であっ
ても、その事業者が国外に居住する場合には、事実上その者から消費税を徴収することは極めて困
難である。結果的に、そのような取引から消費税を徴収することはできないという問題が存する。
いわば、サービスの輸入が課税されることなく行われる可能性が大きい。」との指摘がなされて
いる12）。
　法4条3項1号を受けた令6条1項（資産の譲渡等が国内において行われたかどうかの判定）は、
資産の譲渡又は貸付の場合について、以下のとおり規定している（なお、本稿と直接関係のない部
分は適宜省略している。）。
　「一　船舶　船舶の登録をした機関の所在地（同一の船舶について二以上の国において登録をし
　　ている場合には、いずれかの機関の所在地（居住者が行う日本船舶以外の船舶の貸付け及び
　　非居住者が行う日本船舶の譲渡にあっては、当該譲渡又は貸付けを行う者の住所又は本店若
　　しくは主たる事務所の所在地（以下そこの項において「住所地」という。）
　二　前号に掲げる以外の船舶　その譲渡又は貸付けを行う者の当該譲渡又は貸付けに係る事務
10）なお、消費課税においても、納税義務者の居住者と非居住者に分け、前者はすべての取引を課税し、後
　者は国内取引のみを課税するという方法を採用することも可能である。こうした方法を採用している国と
　しては、ニュージーランドと南アフリカが挙げられる。この場合には、原則として、居住者については、国
　内取引か否かの判定が不要となる。（Alan　Schenk、　Oliver　Oldman“Value　Added　Tax－AComparative
　Approach℃ambridge　University　Press　2007、　p．196．）
ll）所得課税の場合には、非居住者や外国法人と対象として源泉徴収制度が適用されている（所得税法174条
　など）。
12）水野前掲書712頁。
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　所、事業所その他これらに準ずるもの（以下、この条において「事務所等」という。）の所在
　地
三　航空機　航空機を登録した機関の所在地（登録を受けていない航空機にあっては、当該譲
　渡又は貸付けを行う者の譲渡又は貸付けに係る事務所等の所在地
四　鉱業権若しくは租鉱権又は採石権その他土石を採掘し、若しくは採取する権利（以下のこ
　の号において「採石権等」という。）　鉱業権に係る鉱区若しくは租鉱権又は採石権等に係る
　採石場の所在地
五　特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権又は育成権者（これらを利用する
　権利を含む。）　これらの権利を登録した機関の所在地（同一の権利について二以上の国にお
　いて登録をしている場合には、これらの権利の譲渡又は貸付けを行う者の住所地）
六　著作権又は特別の技術による生産方式及びこれに準ずるもの（以下この号において「著作
　権等」という。）　著作権等の譲渡又は貸付けを行う者の住所地
七　営業権又は漁業権　これらの権利に係る事業を行う者の住所地
八　次のイからホまでに掲げる資産　それぞれイからホまでに掲げる場所
　イ　法別表第一第二号に掲げる有価証券　当該有価証券が所在していた場所
　ロ　登録国債　登録国債の登録をした機関の所在地
　ハ　第九条第一項第二号（有価証券に類するものの範囲等）に掲げる持分　当該持分に係る
　　法人の本店又は主たる事務所の所在地
　二　第九条第一項第四号に掲げる金銭債権　当該金銭債権の譲渡に係る事務所等の所在地
　ホ　第九条第二項に規定するゴルフ場利用株式等又は金銭債権　同項に規定するゴルフ場そ
　　の他の施設の所在地
九　前各号に掲げる資産以外の資産でその所在していた場所が明らかでないもの　その資産の
　譲渡又は貸付けを行う者の当該譲渡又は貸付けを行う者の当該譲渡又は貸付けに係る事務所
　等の所在地」
　なお、1号等で規定されている「居住者」および「非居住者」は、外国為替及び外国貿易法第6
条第1項5号および6号で定義された者のことである。すなわち、個人のみならず法人をも含めた
概念であり、非居住者の国内支店等は居住者とみなされている。
　外国為替及び外国貿易法第6条第1項5号および6号は次のとおり規定している。
　「五　「居住者」とは、本邦内に住所又は居所を有する自然人及び本邦内に主たる事務所を有す
　　る法人をいう。非居住者の本邦内の支店、出張所その他の事務所は、法律上代理権があると
　　否とにかかわらず、その主たる事務所が外国にある場合においても居住者とみなす。
　六　「非居住者」とは、居住者以外の自然人及び法人をいう。」
　次に、法4条3項2号を受けた令6条2項は、役務の提供の場合の当該役務の行われた場所につ
いて、次のとおり規定している（なお、一部省略）。
「一　国内及び国外以外の地域にわたって行われる旅客又は貨物の輸送　当該旅客又は貨物の出
　発地若しくは到着地
二　国内及び国内以外の地域にわたって行われる通信　発信地又は受信地
会計論叢第4号 一22一
三　国内及び国内以外の地域にわたって行われる郵便又は信書便　差出地又は配達地
四　保険　保険に係る事業を営む者の保険の契約の締結に係る事務所等の所在地
五　情報の提供又は設計　情報の提供又は設計を行う者の情報の提供又は設計に係る事務所等
　の所在地
六　専門的な科学技術に関する知識を必要とする調査、企画、立案、助言、監督又は検査に関
　する役務の提供で次に掲げるもの（以下この号において「生産設備等」という。）の建設又は
　製造に関するもの　当該生産設備等の建設又は製造に必要な資材の大部分が調達される場所
　イ　建物又は構築物
　ロ　鉱工業生産施設、発電及び送電施設、鉄道、道路、港湾設備その他の運輸施設又は漁業
　　生産施設
　ハ　イ又はロに掲げるものに準ずるものとして財務省令で定めるもの
七　前各号に掲げる役務の提供以外のもので国内及び国内以外の地域にわたって行われる役務
　の提供その他の役務の提供が行われた場所が明らかでないもの　役務の提供を行う者の役務
　の提供に係る事務所等の所在地」
　なお、令6条2項の1号から3号において、出発する側と到着する側のいずれかが国内であれば
国内取引としており、国内取引の範囲を広くとっているようにみえるが、この点については、輸出
免税として認める範囲を広げる目的でこうした規定になっているとの説明がなされている13）。
　また、令6条2項4号から7号において、国内か否かの判定において、当該役務の提供が行われ
た場所ではなく、当該役務の提供に係る事務所等の所在地が判定基準とされている。この点につい
ては、執行上の困難性を考慮して、事業者のうち、国内に物理的な存在のあるものに限定して課税
しようとしたものではないかとの指摘がなされている14）。
（4）輸出について
　輸出については原則として輸出免税が認められているが、この輸出免税に関連して、輸出に該当
するものの範囲を消費税法は次のとおり定義している（法7条1項。なお、一部省略）。
　　「事業者が国内において行う課税資産の譲渡等のうち、次に掲げるものに該当するものは、消
　　費税が免除される。
　　　一　本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付け
13）大島隆夫ほか『消費税法の考え方・読み方（四訂版）』（税務経理協会　2006）31頁。
14）水野前掲書712頁では、次のようにコメントされている。「この当該「役務の提供に係る事務所等の所在地」
（消税6条2項7号）という基準は、固定した施設の存否により、役務の提供が国内において行われたどうか
を判断しようとするものであり、所得税および法人税における「恒久的施設」の概念に類似している。このよ
うな取扱いを定めた趣旨は、役務の提供を個別的に把握することは、国家間の取引においては困難であるから、
物理的な存在のある事業者についてのみ課税を行うものと考えられる。所得課税の場合には、恒久的施設を保
有しない非居住者や外国法人の場合には、自主的な申告や納付、さらには、税務署による調査が事実上期待で
きないというのと同様の考え方である。しかも、消費課税においては、税関という施設による把握は期待でき
ない。そのため、サービスの提供については、物品の取引の場合とは異なって、事業者の所在する場所が重視
されているものと考えられる。」
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　　二　外国貨物の譲渡又は貸付け
　　三　国内及び国内以外の地域にわたって行われる旅客若しくは貨物の輸送又は通信
四　専ら前号に規定する輸送の用に供される船舶又は航空機の譲渡若しくは貸付け又は修理で
　政令で定めるもの
五　前各号に掲げる資産の譲渡等に類するものとして政令で定めるもの」
　ここで、輸出や外国貨物という用語が用いられているが、これは関税法の定義を利用してもので
あり（法2条1項）、関税法が定める「輸出」等の定義は次のとおりである。
関税法第2条（定義）
「二号　「輸出」とは、内国貨物を外国に向けて送り出すことをいう。
　三号　「外国貨物」とは、輸出の許可を受けた貨物及び外国から本邦に到着した貨物（外国の船
　　舶により公海で採捕された水産物を含む。）で輸入が許可される前のものをいう。
　四号　「内国貨物」とは、本邦にある貨物で外国貨物でないもの及び本邦の船舶により公海で採
　　捕された水産物をいう。」
　令17条（輸出取引等の範囲）2項は、法7条1項5号を受けて、前各号に掲げる資産の譲渡等
に類するものについて、次のとおり規定している（なお、一部省略）。
「一　専ら国内以外の地域間で行われる旅客又は貨物の輸送の用に供される船舶又は航空機の譲
　渡若しくは貸付け又は修理で次に掲げるもの
　イ　船舶運行事業又は船舶貸渡業を営む者に対して行われる船舶の譲渡又は貸付け
　ロ　航空運送事業を営む者に対して行われる航空機の譲渡又は貸付け
　ハ　船舶又は航空機の修理でイ又はロに規定する者の求めに応じて行われるもの
二　専ら国内及び国内以外の地域にわたって又は国内以外の地域間で行われる貨物の輸送の用
　に供されるコンテナーの譲渡若しくは貸付けで船舶運航事業、船舶貸渡業若しくは航空運送
　事業を営む者に対して行われるもの又は当該コンテナーの修理で船舶運航事業者等の求めに
　応じて行われるもの
三　前項第一号若しくは第一号に規定する船舶又は前項第二号若しくは第一号に規定する航空
　機の水先、誘導その他出港若しくは離着陸の補助又は入出港、離着陸、停泊若しくは駐機の
　ための施設の提供に係る役務の提供その他これらに類する役務の提供で船舶運航事業者等に
　対して行われるもの
四　外国貨物の荷役、運送、保管、検数、鑑定その他これらに類する外国貨物に係る役務の提
　供
五　国内及び国内以外の地域にわたって行われる郵便又は信書便
六　第六条第一項第四号から第七号（資産の譲渡等が国内において行われたかどうかの判定）
　までに掲げる資産の譲渡又は貸付けで非居住者に対して行われるもの
七　法第七条第一項第三号、前項第三号及び第一号から第五号までに掲げるもののほか、非居
　住者に対して行われる役務の提供で次に掲げる以外のもの
　　イ　国内に所在する資産に係る運送又は保管
　　ロ　国内における飲食又は宿泊
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ハ　イ及びロに掲げるものに準ずるもので、国内において直接便益を享受するもの」
　なお、非居住者の範囲については、消費税法基本通達（以下、本章では「基通」という。）7－
2－15（非居住者の範囲）に次の記述がある。
　　「法第8条第1項（輸出物品販売場における輸出免税の特例）及び令第1条第2項第2号（定
　　義）に規定する「非居住者」には、本邦内に住所又は居所を有しない自然人及び本邦内に主
　　　たる事務所を有しない法人がこれに該当し、非居住者の本邦内の支店、出張所その他の事務
　　所は、法律上の代理権があるかどうかにかかわらず、その主たる事務所が外国にある場合に
　　おいても居住者とみなされるのであるから留意する。」
　さらに、基通7－2－16（非居住者に対する役務の提供で免税とならないものの範囲）では、
輸出免税の対象とならない役務の提供の例を数多く掲げている。たとえば、「理容又は美容」、「日
本語学校等における語学教育等に係る役務の提供」などが掲げられている。
　輸出免税の問題点について、水野教授は、「輸出免税の認められている資産の貸付けについては、
それが役務の提供であるかどうか議論の余地があるが、それ以外の一般的なサービスに関しては、
この規定（筆者注；法7条1項1号および2号）に該当しないので、サービスに関して輸出免税を
認めた規定は存在しないと考えられる。したがって、サービスが国外に向けて提供される場合には、
どのように扱われるのか議論の余地がないとはいえない。」としつつ、「もっとも、輸出取引につい
ては、部分的に、免税とされる国家間のサービスが規定されているのであり、「輸出取引等の範囲」
として、貨物の輸出と同様に扱われるサービスの範囲は拡大されてきている（消税令17条）。」と
されている15）。さらに、「「国内において」行われた役務の提供であっても、役務の提供を行う事業
者が国内に居住し、その相手方が国外に存在する場合には、そのようなサービスは実質的には輸出
されるものであるが、免税されることにはならない。」、と述べられている16）。
（5）輸入について
　消費税法は、国内取引とともに、外国貨物の引取を課税対象としている。すなわち、「保税地域
から引き取られる外国貨物には、この法律により消費税を課する。」とし17）、「外国貨物を保税地域
から引き取る者は、課税貨物につき、この法律により、消費税を納める義務がある。」とされる（法
5条2項）。
　なお、ここで、「輸入」と「外国貨物」の関税法における定義は、次のとおりである。
　　　関税法第2条（定義）
　　「一号　「輸入」とは、外国から本邦に到着した貨物（外国の船舶により公海で採捕された水
　　　産物を含む。）又は輸出の許可を受けた貨物を本邦に（保税地域を経由するものについては、
　　　保税地域を経て本邦に）引き取ることをいう。
　　　三号　「外国貨物」とは、輸出の許可を受けた貨物及び外国から本邦に到着した貨物（外国
15）水野前掲書709頁
16）水野前掲書712頁
17）法4条2項（課税の対象）。なお、外国貨物は、「関税法第二条第一項第三項（定義）に規定する外国貨物」
　と定義されている（法2条1項10号（定義））。
一25一　国際的サービスに対する消費課税のあり方について
の船舶により公海で採捕された水産物を含む。）で輸入が許可される前のものをいう。」
　このように、輸入の場合には、国内取引の場合にように事業者でなく外国貨物の引取者が納税義
務者とされていることから、事業者のみならず消費者も納税義務者となる。引取者が消費者の場合
には、消費者本人が納税義務者となることから、間接税ではなく、一種の直接税として課税される
ことになる。
　なお、水野教授は、輸入に対する課税対象が保税地域から引き取られる外国貨物とされている点
を取り上げ、「国際取引に係る「消費税」の大きな問題は、消費税法では、主として貨物のみを対
象としており、役務の提供、つまり、いわゆるサービスの輸入について、その取扱いを明確にして
いないことである。」とされ、そのうえで、「外国弁護士の国際電話による内国法人への法律的アド
バイス、外国法人のインターネットによる物品の売買契約、映画ソフトの配給などの課税が課題と
なっている」、との指摘をされている18）。
　上記に関連して、さらに、「従来、輸入取引に係る課税の対象を、貨物に限定してきたことを再
検討する必要があると考えられる。」とし、「しかしながら、実際上は、サービスの輸入（国家間の
役務の提供）を規定することは、その行政上の実効i生の確保が困難であり、現実にも把握されて課
税されるとは限らない。輸出や輸入というのは、関税法上の概念であり、貨物を前提とした税関に
よる物理的な監督に依存したものである。そのため、物品（貨物）以外の、役務の提供、さらには、
知的財産権を課税の対象に含めることは実効性に乏しいと思われる。ここに、役務の提供に対する
従来の輸入品課税の仕組みの限界があるのである。」と指摘されている19）。
（6）物品とサービスと間の取扱いのアンバランス
　水野教授は、以上のように、わが国の消費税法の規定を検討され、最後に、物品に対しては仕向
地原則を採用しサービスの提供に対しては原産地原則を採用するという不合理な結果となっている
事実を指摘され、両者のバランスを取ることが必要である、と結んでおられる20）。
2．現行の課税システムにかかる問題点の検討
　前節では、国際的サービスに対する現行法の関連規定を紹介するとともに、これら規定に対する
先行研究（水野教授の見解）を紹介した。本節では、これらを踏まえ、サービスの種類ごとに、わ
が国の規定とその仕組みが有する意味を検討する。
18）水野前掲書708頁。
19）水野前掲書708頁。
20）水野前掲書714頁。「以上のように、役務の提供については、国家間で行われるサービスの輸入に対して
　は課税が行われない一方で、サービスの輸出には免税が認められないという、仕向地原則に基づく国境税調
　整とは逆の、原産地原則の効果が事実上の取扱いとなりうる。このことは、国際的競争に対する中立性から
　みて不合理な結果を生ずることにもなると思われる。とりわけ、商品のサービス化、電子化が進み、物品と
　サービスの互換が可能になりつつある今日、物品については仕向地原則が採用され、サービスについては原
　産地原則が成り立つというのは、消費に対する選択を撹乱し、その中立性を損ねるおそれが大きいと思われ
　る。」とし、最後に、「国際取引の場面における物品とサービスとの消費課税のバランスをとることに努める
　べきである。」とコメントされている。
会計論叢第4号 一26一
（1）国際的サービスに対する課税の概要
　各論に入るまえに、国際的サービスに課税の仕組みがいかなるものかについて整理しておきたい。
　わが国の制度によると、国際的な取引が行われた場合には、それが、国内において事業者が行っ
た課税資産の譲渡等に該当する場合および保税地域からの外国貨物の引取りに該当する場合に、消
費税の課税対象とされる（法4条）。国内取引の場合には、次に、それが輸出免税の対象となるか
否かが問題となる（法7条）。
　国内取引において、それが国内取引に該当するか否かについては、資産と役務の提供で、取扱い
が異なっている。
　まず、資産の場合には、当該取引時点において当該資産の所在していた場所を基本として、国内
で取引が行われたか否かを判定することとされている。役務の提供の場合には、役務の提供が行わ
れた場所を基本として、それが国内で行われたかどうかを判定することとされている。
　ところで、資産のうち有形資産の場合には、本邦から輸出として税関を通じて出て行く場合に、
輸出免税が適用される。また、税関を通じて保税地域からの引取として有形資産を引き取った場合
に、輸入として課税される。このように、有形資産の場合には、税関が重要な役割を果たしており、
こうした税関の機能を前提とした有形資産の輸出および輸入については、消費税の課税面で特段の
問題は生じないと考えられる。
　ところが、役務の提供および無形資産の取引を含めたところのサービス取引の場合には、有形資
産の場合と状況が大きく異なる。まず、サービスの場合には、その内容が多種多様であり、一概に
論ずることは困難なことである。さらに、重要なのは、税関の機能を利用できないことである。
　そこで、以下では、消費税法の規定を参考としつつ、国際的サービス取引をいくつかに類型化し、
類型毎に、その取扱いのルールをみていくこととする。
（2）建設、製造に付随した専門的なサービス
　わが国の税法は、令6条2項6号において、専門的な科学技術に関する知識を必要とする調査、
企画、立案、助言、監督または検査に関する役務の提供で、建物または構築物、鉱工業生産施設、
発電および送電設備、鉄道、道路、港湾設備その他の漁業生産施設等に関するものの役務の提供の
場所は、その建設または製造に必要な資材の大部分が調達される場所であるとしている。
　専門的な科学技術に関する知識を必要とする調査、企画、立案、助言、監督または検査に関する
役務の提供の場合には、役務の提供の場所を個々に特定することは必ずしも容易ではない。そこで、
建物等の建設や製造に関連する場合について、役務の提供の場所はその資材の調達の場所であると
して、課税関係の明確化を図ったものと考えられる。
　なお、これらの役務の提供で、建物等の建設や製造に関連しないものの場合には、令6条2項7
号が適用されることになろう。
（3）国際的な輸送および通信について
　わが国の税法は、旅客もしくは貨物の輸送、通信または郵便もしくは信書便であって、国内と国
外にわたって行われるものは、それぞれ、出発地と到着地、発信地と受信地、差出地と配達地のい
ずれかが国内にあれば国内取引であるとしている（令6条2項1号から3号）。そのうえで、令17
条2項5号は、郵便または信書便を輸出免税の対象としている。なお、国内と国外にわたって行わ
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れる旅客の輸送、貨物の輸送、または通信は、法7条1項3号に基づいて、輸出免税の対象とされ
ている。
　したがって、国内から国外へのサービスの流れであって、サービスの輸出と考えられるもののほ
か、国外から国内へのサービスの流れであって、サービスの輸入と考える余地のある取引について
も、輸出免税が適用されることとなる。すなわち、輸送、通信、郵便の分野では、出発地等と到着
地等のいずれかが国内と国内以外の地域にあれば輸出として免税になる。そうすると、相手国にお
いても同様の制度が採用されていると仮定すると、こうしたサービスは完全に課税対象外（双方で
の不課税あるいは非課税）となることになる。
　こうした取扱いの趣旨は必ずしも明確ではないが、一部のサービスが課税されないということは
課税の公平あるいは中立性に反し、制度として合理的なものとはいえない。出発地等での課税また
は到着地等での課税のいずれかを採用した場合には、相手国の税制によっては、二重課税または双
方不課税の可能性が発生する。したがって、整合性のある課税を確保するためには、相手国との制
度の調整が必要である。たとえば、双方の国で到着地課税を採用することが一案として考えられる。
　なお、所得課税の世界では、相互主義に基づいた国際運輸業所得免税が一般化しているが（たと
えば、日米租税条約8条）、これは源泉地国での課税を免除するものであって、居住地国では課税
されることから、課税の不在は生じない。
（4）イベント
　演劇、音楽、スポーッなどのイベントの開催については、法令に明示の規定はない。したがって、
原則が適用になると考えられる。すなわち、イベントの開催は役務の提供にあたることから、役務
の提供の場所が判定基準となり、役務の提供の場所が国内であれば課税されることになる。したがっ
て、イベントの開催場所が国内であれば、国内取引として課税対象となる。
　ところで、国外に在住する外国人あるは国外に拠点を有する外国法人が、国内でイベントを開催
するケースが想定される。この場合、サービスの輸入に類似した取引となるが、法令上は特段の規
定がない（国内取引として原則的規定が適用になる）。したがって、非居住者や外国法人の関係者
が一時的に来日しイベントを開催した場合についても、国内取引として課税せざるをえない。そう
すると、法9条（小規模事業者に係る納税義務の免除）の規定が適用され、基準期間の課税売上高
が千万円を超えているか否かが問われることになる。しかしながら、こうした一時的滞在者が2年
前に国内で千万円を超える課税売上を行っているのか否かの確認は困難である。その結果、こうし
たサービスの輸入とも言えるイベントが課税対象となる可能性はほとんどないと思われる。
　以上のような取扱いを認めることは、課税の空白（課税の不在）を放置するものであるほか、国
内の事業者との比較で課税上の中立性を阻害するものである。すなわち、現行の仕組みは、執行面
の負担を軽減しているといえるが21）、課税の公平や事業者間の中立性などの面で疑問がある。
（5）無形資産にかかる取引
　わが国の税法は、無形資産を有形資産とともに資産としてその取扱いを規定し、当該資産が所在
していた場所により判定することを原則としつつ、無形資産については、その権利の種類により、
次のとおり取り扱うこととしている。まず、鉱業権等については、権利にかかる鉱区等の所在地と
21）法律上、課税対象から除外される。
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されている（令6条1項4号）。特許権等については、権利の登録をした機関の所在地で判断する
のが原則であるが、ニカ国以上で登録している場合には、権利の譲渡または貸付けを行った者の住
所地とされている（令6条1項5号）。著作権等については、権利の譲渡または貸付けを行った者
の住所地とされている（令6条1項6号）。漁業権等については、権利にかかる事業を行う者の住
所地とされている（令6条1項7号）。金融資産については、有価証券の所在地、債券の登録地、
持分や金銭債権にかかる法人の事務所の所在地、ゴルフ場の所在地とされている（令6条1項8号）。
さらに、その所在地が明らかでないものは、権利の譲渡または貸付けを行った者の当該行為にかか
る事務所の所在地とされている（令6条1項9号）。
　以上からわかることは、その権利が特定の場所と密接な関連がある場合には当該場所に基づいて
判断し、権利の提供者による行為の場所が意味を有する場合には当該行為に関連した事務所の住所
地で判断し、それ以外の場合には、当該権利の提供者の所在地とされていることである。すなわち、
当該資産と関連性の密接な場所がある場合には、その場所により判定し、場所との関連性が薄くな
るにつれて、権利者の所在地により判定することとされていることである。
　なお、令17条2項6号により、令6条1項4号から7号までに掲げる資産（すなわち、鉱業権、
特許権、著作権、営業権など）の譲渡または貸付けについては、それが非居住者に対して行われる
場合には、輸出免税の対象とされている。したがって、取引の時点に当該資産が国内にあって、非
居住者に対して譲渡または貸付けが行われた場合には、輸出免税が適用されることになる。すなわ
ち、無形資産にかかるサービスの提供者が国内に在住し、サービスの顧客が国外に在住する場合に
は、原則として、輸出免税が適用されている22）。
（6）サービスの提供の場所が明らかでないサービス
　国際的サービスの典型例として、国内の法律や会計などの分野の専門家が国外の顧客に対して法
律の知識や会計の知識を提供する、あるいは、国外の専門家が国内の顧客に専門知識を提供すると
いうサービスが考えられる。また、インターネットを通じて、音楽や映画の配信を行うというサー
ビスが考えられる。こうした場合の課税上の取扱いはどうなるのであろうか。こうした場合のサー
ビスの提供の場所はどうなるのであろうか。
　こうしたサービスについて、法令には特別の規定は設けられていない。したがって、　第一次的
には、原則にしたがい、役務の提供が行われた場所によって、そのサービスが国内で行われた否か
を判定することになる。法律や会計の専門知識の提供の場合には、役務の提供の形態としては、一
般に、面談、手紙、電話や電子メールでの連続した遣り取りが考えられる。その場所も、いずれか
の国のホテルの会議室等、サービス提供者の事務所、あるいは、顧客の事務所が考えられる。それ
も、複数の場所が利用される可能性がある。インターネットによる音楽等の配信の場合には、サー
ビスの提供の場所としては、サーバの所在地、提供者の事務所の所在地、顧客の所在地などが候補
として挙げられる。
　これらのサービスの特徴としては、サービスの提供の場所がどこであるかは、そもそも重要性が
22）有形資産の場合と異なるのは、これは税関を通じた輸出免税ではないことである。有形資産の場合には、
　輸出の際に輸出免税が適用されるが、輸入の際に相手国で課税されることが想定される。ところが、無形資
　産の場合には、相手国（輸入国）における輸入課税は必ずしも想定されず、まったくの非課税となる可能性
　があることである。
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ないことである。サービスの提供の場所という概念になじまない。
　サービス提供の場所が明らかでないとすると、令6条2項7号により、役務の提供を行う者の役
務の提供に係る事務所等の所在地により判定することになる。そうすると、国内の事業者が国外の
顧客に専門的な知識の提供を行った場合には、当該事業者の事務所等の所在地がサービス提供の場
所となることから、サービスの提供の場所は国内ということになる。
　サービスの提供が国内であると判定された場合には、次に、それが輸出免税に該当するか否かの
検討が必要となる。令17条2項7号により、そのサービスが非居住者に対して行われる役務の提
供に該当する場合には、輸出免税が認められる。ただし、運送、飲食等、国内において直接便益を
享受するものが除かれている。
　他方、国外の事業者から国内の顧客が法律や会計の専門的知識のサービスを受ける場合および国
外の事業者からインターネットを通じて音楽等の配信サービスを受ける場合はどうなるであろう
か。保税地域からの外国貨物の引き取りには該当しないことから、引取課税の対象とならないこと
は明らかである。令6条2項7号の適用があるとすると、サービスの提供の場所は、サービスの提
供者の事務所等となり、それは国外にあると考えられる。したがって、わが国では、課税対象外と
なる23）。これらは、国外から国内に向けられた輸入サービスとみることが可能であるが、制度的に
課税から除外されることになる。
　なお、こうした取扱いの妥当性については、同一のサービスを国外の事業者から購入した場合と
国内の事業者から購入した場合との間で中立性が阻害される結果をもたらすことから、疑問が残る
ところである24）。
（7）裁決事例の紹介
　上記の輸出免税に関連して、興味深い裁決事例があるので、ここで紹介しておきたい25）。
　これは、非居住者である外国法人の従業員を対象として現場改善等を目的としてわが国で開催さ
れたセミナーが輸出免税の対象となるか否かが争われた事案である。裁決では、こうしたセミナー
は、令17条2項7号ハに規定する国内における飲食又は宿泊に準ずるもので、国内において直接
便益を享受するものに該当することから、輸出免税等には該当しないと判断されている。
　本件の主要な争点は、企業経営コンサルタント業を営む同族会社である審査請求人が、非居住者
である外国法人の従業員を対象に対価を得て国内で行う各種セミナーが法7条（輸出免税等）1項
に規定する消費税の免除の対象となるか否かであった。
23）なお、個別の事案の事実認定により、国内に事務所等が存在し、そこからサービスが提供されたとみるこ
　とができるケースも存在するであろう。しかしながら、前述のとおり、国内取引のルールが適用されるとす
　ると、こうしたサービスを提供した事業者は制度的に免税事業者となるであろう。
24）ただし、顧客が課税事業者の場合には、国外サービスについては仕入税額控除が認められないことから、
　結果的には、それほど大きな問題はないとの議論がある。一般的にはそういえるが、当該課税事業者が銀行
　等の課税売上割合の小さい事業者の場合には、事情は異なる。また、顧客が消費者の場合には課税回避とな
　り、中立性の維持は困難となる。
　　他方、相手国で課税されている場合には、相手国の税の税額控除は認められないことから、重複課税が発
　生する可能性がある。
25）「裁決事例集第65集」（大蔵財務協会、2004）864頁。
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　本件の外国法人は、国内に主たる事務所等を有しておらず、令1条2項2号に規定する非居住者
に該当することに争いはない。
　「国内において直接便益を享受するもの」の判断基準に関する請求人の主張は次のとおりである。
　「…、役務の提供の対象が役務の提供時において国内に存するか否かでなく、その役務の提供に
　よる便益の享受、つまり、効果の発現が国内でなされるか否かにより判断すべきである。
　　この点、本件セミナーが国内において行われる役務の提供であることは争わないが、本件セ
　ミナーの目的は現場改善及び生産性向上であり、本件セミナー代金を負担する本件外国法人に
　とっては、本件セミナーの効果が国外に所在する外国法人の工場等の現場において完結するこ
　とは明らかである。」
これに対して裁決は、次のように判断して、請求人の主張をしりぞけている。
「…　　非居住者に対して行われる役務の提供で同号のイないしハに掲げる取引については、輸
出免税取引から除外する旨規定していところ、その趣旨は、役務の提供のうち、国内飲食のよ
うに国内で役務の提供を受けることが完結するものを国境をまたがない役務の提供として輸出
免税取引から除外するものである。
　このことからすると、消費税法施行令第17条第2項第7号ハに規定するものは、国内飲食等
に準じて考えられる役務の提供であって、非居住者に対して国内においてその役務が提供され、
当該非居住者が、提供される役務の便益を国内において直接享受するものをいい、ともに国内に
おいて完結しているものをいうと解するのが相当である。」と論じ、こうした解釈を本件に適用
し、「・・…　　、消費税法施行令第17条第2項第7号ハに規定する国内において直接便益を
享受するものか否かの判断に当っては、上記ロのとおりその役務の提供及びその便益の享受そ
のものが国内において完結するか否かによって判断すれば足りるというべきであり、役務の提
供を享受した後の効果が国内で発現するものか否かを考慮する必要はないというべきである。」
　本件事案をみると、国内において各種セミナーの開催という物理的なサービスの提供が行われて
いることから、当該役務の提供は国内での課税資産の譲渡等に該当する。次に、それが輸出免税に
該当するか否かが問題となる。まず、役務が非居住者に対して提供されたか否かについては、当該
外国法人が国内に支店等を有していないことから、非居住者に提供されたことについて異論はない。
したがって、「国内において直接便益を享受する」という輸出免税の適用除外要件の該当性が争点
となったものである。
　ここで、「直接便益を享受する」とは何を意味するかが問題となる。裁決は、サービスの提供者
によるサービスの提供とサービスの提供を受ける者によるサービスの享受の双方が国内にあれば除
外要件に該当するとの解釈を示し、本件ではサービスが提供する便益の享受は国内で完結している
との事実認定を行うことにより、除外要件に該当すると判断したものである。
　裁決の結論に異論はないが、「便益」の理解の仕方によっては、異なった結論がありえたかもし
れない。たとえば、「便益」をサービスのもたらす効果であると解すると、今回のセミナーの目的
は国外の工場等の生産性の向上であり、役務の「便益」の享受は国外ということになる。
　本件は、消費税の課税対象である「消費」とは何かを考えるうえで興味深い事案である。消費と
は効用の満足（便益の享受）のことであると仮定すると、最終的なあるいは本来の効用の満足（便
益の享受）がどの時点であるのか、あるいはどこで実現されたのかを判断することが必要となる。
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しかしながら、こうした判断は一般的には極めて困難である。したがって、形式的に割り切るほか
ないのであって、外形的客観的に判断できる範囲で消費の事実の有無を判断せざるを得ないであろ
う。
3．問題点の整理
　以上の検討を踏まえ、本稿が取り上げようとしているところの、主として法律や会計など知的サー
ビスの提供やインターネットを利用した電子商取引のケースに場合を中心として、国際的サービス
に対する消費課税の問題点を整理すると、次のとおりである。
（制度面）
　○　サービスの提供の場所については、その場所がかならずしも明らかでないことから、事業
　　者（サービスの提供者）の所在地が重視されている。しかしながら、サービスについては、サー
　　ビスの提供の場所をもって原則としていることとの間の論理的な整合性がとれていない。す
　　なわち、なぜ、サービスの提供者の所在地をもって課税の場所とするのか、理論的な根拠が
　　不明である。
　○　サービスの輸出は原則的には輸出免税の対象となっているのに対して、サービスの輸入は
　　そのほとんどが課税対象となっていない、という状況が生じている。
○　サービスの輸出は必ずしも免税とせずサービスの輸入は課税しないという、原産地原則に
　　近い結果となっている。これは、有形資産の場合に適用されている仕向地原則と平灰があっ
　　ておらず、サービスとモノとの間で消費の選択を撹乱し、経済取引に歪みをもたらす可能性
　　がある。
（執行面）
　○　非居住者（外国法人を含む。）に対する国内での課税の仕組みが整備されていない。ただし、
　　国内のみで一方的に課税の仕組みを作るだけでは、解決は困難であろう。非居住者に適切に
　　課税するには、相手国の協力が不可欠である。
　○　国際的取引に対する消費課税は、税関の監視機能に大きく依存している。しかしながら、
　　有形資産については有効であるが、サービスや無形資産については、税関による物理的な監
　　視を基礎とした仕組みには限界がある。サービスや無形資産の取引全体に占めるウェートが
　　大きくなってきている現状を考慮すると、何らかの対策が必要である。
4．小括
　本章では、国際的サービスに対する消費課税に関する現行法の問題点の解明に努めた。本章の議
論をベースとして問題提起をすると、次のとおりである。
　第一に、国際的サービスについては、税関による輸出入の管理を期待できないことから、その適
切な消費課税のためには、税関に依存しない課税システムを構築していく必要がある26）。
　第二に、そのシステムの構築にあたっては、最初に消費課税の原則を明確化することが必要であ
り、具体的は、仕向地原則に基づいたものとするか、それとも原産地原則に基づいたものとするか
を決定する必要がある。
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　第三に、仕向地原則を基本的な原則として採用するとしても、その原則を支えるための現実的で
有効なシステムを用意し、執行面で可能なものとする必要がある。理論的に完全であっても、脱税
や租税回避に対して脆弱なものであってはならない。したがって、現実的な対応策として、原産地
原則を部分的に取り入れることが有効であるかもしれない。
　皿章では、欧州におけるVATの課税に関する最近の動向を明らかにする。そのなかで特に、国
際的なサービスに対する課税の原則が、2008年度のVAT指令の改正において、原産地原則から
仕向地原則に変更されていることが注目される。こうした改正に至るこれまで経緯や背景を明らか
にしたい。こうしたEUの動向は、わが国が今後、国際的サービスに対する課税制度を構築するこ
とを検討するうえで大いに参考になると思われる。
皿．EUにおける仕向地原則への移行について
　EU（European　Union；欧州連合。以前のEC）では、2008年2月にVAT指令（VAT
Directive；2007年に従前のVAT第6次指令を全面改訂したもの）の一部が改正され、国際的サー
ビスに対する課税の基本的な原則が原産地原則から仕向地原則に改正されている。
　本章では、EUにおける今回の改正の内容と意義、さらには改正に至った経緯などを明らかにし、
EUの経験に学ぶこととしたい。わが国は前章で述べたとおり国際的な消費課税に大きな課題を抱
えているのであるが、EUはこうした消費課税の先進国であり、すでに様々な経験を積み重ねてき
ている。こうしたEUの動向は、わが国が今後国際的サービスに対する課税システムを整備するう
えで大きな参考になると考える。
　本章の論述の順序は次のとおりである。
　まず、改正前のVAT指令における国際的サービスの課税にかかる指令の関連条項を紹介し、
EUにおける国際的サービスに対する課税の仕組みおよび考え方を明らかにする。その際に、各種
資料も参考として、その背景などを探ることとする。また、具体例として、英国の取扱いを紹介す
る。VAT指令はEU加盟国に対して、　VAT指令の認める範囲内で国内法を改正することを求め
るものであり、具体的には、各加盟国の国内法をみていく必要があるが、本稿ではその一例として
英国の国内法を取り上げることとしたい。
　次いで、今回のVAT指令の改正を紹介する。概要を説明し、次いで、詳しい改正内容を説明す
る。その際に、雑誌等の掲載された記事なども参考として、その考え方を探ることとする。
　さらに、今回の改正の意義や、改正に関連した論点を明らかにしたい。
　最後に、わが国の制度との比較を行い、わが国にとって参考とすべき点がないか検討したい。
26）これまでのわが国の消費税制には、国際課税のシステムが存在していない。ここで国際課税のシステムと
　は、相手国での課税を考慮に入れたシステムのことである。税関に依存しない課税システムの構築にあたっ
　ては、何らかの国際課税システムの導入が不可欠ではないかと考える。
　　なお、現行の制度は、相手国での課税を無視して構築されていると言える。しかしながら、これが可能で
　あるのは、国際取引が有形資産に限られ、そのすべてが税関において管理されている場合である。
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1．サービスの提供の場所に関する関連規定
　本節では、EUのVAT指令の規定に基づいて、サービスの提供の場所に関する制度の仕組みお
よび考え方を探ることとする。なお、このVAT指令は、2007年1月1日より適用されている指
令であるが、1977年の第6次VAT指令が全面的に書き直されただけであり、その内容に実質的
な内容に変更はないと言われている27）。
　まず、EUのVAT指令におけるサービスの提供の意義であるが、サービスの提供とは物品の提
供以外の取引とされている。すなわち、物品の提供の定義については、「IV部（Title　IV）課税取引」
の「第1章（Chapter　1）物品の提供（supply　of　goods）」の14条（Article　l4）1項において、「「物
品の供給」とは、有形資産の所有者としての処分権限を譲渡することを意味する。」と定義されて
いる。他方、サービスの提供については、同じくIV部の「第3章サービスの提供」の24条1項に
おいて、「「サービスの提供」とは、物品の提供に該当しない取引を意味する。」と定義されている。
　次に、サービスの提供の場所をみていくこととする28）。
　まず、サービスの提供の場所についての原則である。サービスの提供者の当該サービス提供に関
連した固定的場所がある場合にはこうした固定的場所、こうした固定的場所がない場合には、当該
提供者の住所とされている。すなわち、V部（課税取引の場所）の第3章（サービスの提供の場所）
の第1節（一般原則）の43条において、「サービスの提供の場所は、当該提供者が自己の事業を設
立した場所若しくは当該サービスが提供される固定的場所を設けた場所、または、こうした事業の
場所若しくは固定的場所がない場合には、当該提供者の恒久的住所または通常の居住の場所にある
ものとみなす。」と規定されている。
　次に、各種の特例が規定されている。その内容を順を追ってみていくと、以下のとおりである。
まず、仲介業者のサービスの提供について、第2節（特例）の第1小節（仲介業者のサービスの提
供）の44条は、次のとおり規定している。
　「自己または他人の名前で活動する仲介業者によるサービスの提供の場所は、50条、54条、お
　よび56条1項の適用がある場合を除き、基礎となった取引が本指令にしたがい提供される場所
　とする。
　　ただし、仲介業者が提供するサービスの顧客について、当該取引が行われた域内の加盟国以外
　の加盟国においてVAT課税にかかる本人確認が可能な場合には、当該仲介業者によるサービス
　の提供の場所は、当該顧客に当該サービスに提供にかかるVAT確認番号（VAT　identification
　number）を発行した加盟国内にあるものとみなす。」
27）Paul　Quigley“The　New　European　VAT　Directive”International　Vat　Monitor　May／June　2007　p　158．
　新たなVAT指令は2006年11月26日に欧州理事会（European　Council）によって採択されたものであり、
　従来の第1次指令および第6次指令に代替するものである。第6次指令と比較すると、条文数では第6次指
　令が33条であったのが新指令では414条に増大している。欧州議会の説明によると、内容に実質的な変更
　はなく、各条文を短く明確化し、参照を容易にしたにすぎないとのことである。
28）なお、サービスと対比される物品については、物品の提供の場所は物品提供時に当該物品が所在していた
　場所とされている。すなわち、V部（課税取引の場所）の第1章（物品の提供の場所）の1条（輸送を伴わ
　ない物品の提供）において、「物品が発送または輸送されない場合には、提供の場所は当該提供が行われた
　時に当該物品が所在していた場所とみなすものとする。」と規定されている。
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　次に、不動産に関連したサービスの提供の場合には、不動産の所在地がサービス提供の場所とさ
れている。すなわち、第2小節（不動産に関連したサービスの提供）の45条は「不動産に関連したサー
ビス（不動産業者や不動産の専門的サービス、建設作業の準備および調整作業（例えば・建築家や
現場監督会社のサービス））については、当該資産の所在地をサービス提供の場所とする。」と規定
している。
　次に、輸送サービスの提供については、EU域内とEU域外とに分けて規定されている。すなわち、
第3小節（輸送サービスの提供）の46条はEU域外に関するものであり、次のとおり規定している。
　「物品の域内輸送以外の輸送の提供の場所は、距離に比例して輸送が行われた場所とする。」
また、EU域内の輸送については、47条が次のとおり規定している。
　「物品の域内輸送の供給の場所は、当該輸送の出発の場所とする。
　　ただし、物品の域内輸送が当該輸送の出発地たる加盟国以外の加盟国においてVATにか
　かる確認が可能な顧客に提供される場合には、提供の場所は、当該サービスの提供にかかる
　VAT確認番号を当該顧客に発行した加盟国内であるものとみなす。」
　次に、文化的サービス、輸送の補完サービス、動産関連サービスをみていくと、第4小節（文化
的その他類似のサービス、輸送の補完サービスまたは動産に関連したサービスの提供）の52条は、
下記のとおり規定している。
　　「下記のサービスの提供の場所は、当該サービスが物理的に実行された場所とする。
　　（a）文化、芸術、スポーッ、科学、教育、娯楽または類似の活動であって、こうした活動の
　　　オルガナイザーの活動および（適切であれば）補助的な活動を含むもの
　　（b）補助的な輸送活動、例えば、荷物の積み下ろし、出荷および類似の活動
　　（c）有形の動産の評価またはこうした資産にかかる作業」
　最後に、その他のサービスとして、第5小節（その他のサービスの提供）の56条1項は次のと
おり規定している。
　　「共同体外で設立された顧客、または共同体内で設立されているが当該加盟国では提供者に該
　　当しない納税義務者を対象とした、下記のサービスの提供の場所は、当該顧客がその事業設
　　立の場所であるかまたは当該サービスが提供される固定的施設を有する場所、または、こう
　　した場所がない場合には、その者の恒久的な住所または常用の居所とする。
　　（a）著作権、特許権、ライセンス、商標および類似の権利の譲渡
　　（b）公告サービス
　　（c）コンサルタント、エンジニア、コンサルタント事務所、法律家、会計士のサービスおよ
　　　　びこれらに類したサービス、さらに、データ処理および情報の提供のサービス
　　（d）事業活動または本項に掲げる権利の全部または一部の実施を制限する義務
　　（e）銀行業、金融業および保険業（再保険を含む）、ただし、金庫の貸付を除く。
　　（f）スタッフの提供
　　（g）動産の借上げ、ただし、輸送手段は除く。
　　（h）天然ガスおよび電気の供給システムへのアクセス、輸送または転送の提供、およびこれ
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　　らに直接関連するサービスの提供
（i）遠距離通信サービス
（j）ラジオ、テレビ放送のサービス
（k）電子的に提供されるサービス（付表H参照）29）
（1）仲介者が自己または他人の名義で、本項で規定しているサービスの提供の仲介業務を行っ
　ている場合における、当該サービスの提供」
　次いで、同条2項は、電子的サービスの提供と電子メールの交信との関連について、次のとおり
補足している。
　　「サービスの提供者および顧客が電子メールを通じて交信している場合において、そのこと自
　　体は、当該サービスが第1項（k）の電子的に提供されるサービスを提供していることを意味
　　しない。」
　なお、上記のルールの適用に関連して、実質的使用および便益享受（effective　use　and
enjoyment）の原則が設けられており、注目される。第6小節（実質的使用および便益享受の基準）
の58条は下記のとおり規定している。これは、一定の場合には、消費課税の原則に従い、より消
費地に近い場所をもってサービス提供の場所としようとするものと考えられる。
　「二重課税、不課税または競争の歪みを回避するために、加盟国は、第56条1項に規定するサー
ビスおよび輸送手段の貸付けに関して、
　　（a）当該サービスの全部または一部について、当該サービスの実質的な使用および便益享受
　　　　が共同体以外で行われている場合には、規定上はEU域内で行われていることになる場合
　　　　においても、共同体以外において行われたものとみなし、
　　（b）当該サービスの全部または一部について、当該サービスの実質的な使用および便益享受
　　　　が共同体内で行われている場合には、規定上はEU域外で行われていることになる場合に
　　　　おいても、共同体内でおいて行われたものとみなすものとする。
　　　　　ただし、この規定は、第56条1項の（k）に係るサービスであって、そのサービスが納
　　　　税義務者以外の者に提供される場合には、適用しないものとする。」
2，英国における適用の例
　EU指令は、　EUの加盟国に対して、　EU指令の認める範囲内で国内法を整備することを求める
ものであり、実際に執行されているVATの具体的な仕組みは各加盟国で異なったものとなってい
る。
29）付表1のリストの内容は、次のとおりである。
　（1）ウェブ・サイトの提供、ウェブ・ホスティングならびにプログラムおよび設備の遠距離メインテナンス
　（2）ソフトウェアの提供およびその更新
　（3）イメージ、テキストおよび情報の提供ならびにデータベースの供給
　（4）音楽、映画フィルムおよびゲーム（賭博ゲームを含む）の提供。さらに、政治、文化、芸術、スポーツ、
　　　科学および娯楽にかかる放送ならびにイベントの提供。
　（5）遠距離教育の提供
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　本節では、英国を例にとって、物品およびサービスの提供の場所がどのように取り扱われてい
るかをみていくこととする。
　英国の制度の概要は次のとおりである30）。
　現行のVATのシステムは、仕向地原則と原産地原則が混在した状態となっており、一覧表に
掲げられたものを紹介すると、次のとおりである3D。
物品 サービス
仕向地原則 原産地原則 仕向地原則 その他 原産地原則
その他全ての物品 国外で購入した、第 第9条2項のサービ土地に関連し その他全てのサービ
8次指令の還付手続 ス（リバース・チャ た　サ　ー　ビ　ス スB2B が適用となる各種物 一ジの適用のあるも 実施場所で提供され
（対事業者） ? の） るサービス（芸術、
文化、スポーツ）
自　動　車、　航 本人が国外で購入 非EU国からデジタなし 全て
空　機、　船　舶 し、国内に持ち込ん ル方式で購入したサ
B2C遠距離販売ルール だ物品 一ビス
（対消費者） の適用される物品
18ポンドを超える郵
便物
　上記の一覧表のうち、サービスの取扱いについて説明を加えると次のとおりである32）。
　まず、サービスの提供者がVATの納税義務者である事業者にサービスを提供する場合（B　2　B）
を検討する。この場合には、顧客がEU域内の者であるかEU域外の者であるかを問わず、原産
地原則が適用される。すなわち、サービス提供者の事務所等の所在地がサービスの提供の場所と
される。
　ただし、二つの例外があり、そのひとつは、旧第6次VAT指令9条2項に規定されたサービ
スであり、そのうち、リバース・チャージ制度33）の適用されるものについては、仕向地原則が適
用される。なお、旧第6次VAT指令の9条2項は、2007年のVAT指令では、45条、46条およ
び47条に相当するものである。英国では、この旧第6次VAT指令の適用にあたり、次のものを
対象としている。例外の範囲は非常に広く、実質的には、これが原則といえるほどである34）。
　○著作権、特許権、ライセンス、商標およびこれらに類した権利
30）Angharad　Miller　and　Llynne　Oats“Principles　of　International　Taxation”Tottel　Publishing　Ltd　2006　p
　324以下の記述を参考とした。．
31）Angharad　Miller前掲書325頁。
32）物品の場合には、顧客が事業者の場合には原則として仕向地原則が適用される。すなわち、EU域内であ
　れば、原則として、物品の提供者は免税とされ、物品の購入者はリバース・チャー一一ジが適用される。また、
　顧客が消費者の場合には、物品が輸送手段の場合、遠距離販売が用いられた場合には、仕向地原則が適用さ
　れ、消費者が国外で購入し持ち込んだ場合には、原産地原則が適用される。
33）「リバース・チャージ」とは、サービスの提供を受けた事業者においてVATの自己賦課を行うものである。
　この場合、サービスの提供者は、当該サービスの提供についてVATの価格上乗せと納税が免除される。
34）前掲書327頁。
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○広告サービス
○コンサルタント、エンジニア、コンサルタント事務所、法律家、会計士、データ処理
○銀行業、金融業、保険業
○人材供給
○代理人を経由して提供される以上のサービス
　リバース・チャージが適用されない場合には原産地原則が適用されるが、サービスの提供の場所
を判定するのは容易ではないとされる。また、サービスの提供の場所は、提供者の居住する国また
は所在する国ではなく、提供者が「当該サービスの提供にかかる固定的施設を設けている（has　a
fixed　establishment　from　which　the　service　is　supplied）」ところの国である（第6次指令9条1項）。
なお、この概念は、支店や恒久的施設（PE）とは異なるとされている35）。
　もうひとつの例外は、土地に関連したサービスおよび芸能、文化、スポーツといったイベントに
かかるサービスである。この場合には、その土地またはイベントの開催場所がサービスの提供の場
所とされる。
　なお、輸送サービスにおける提供の場所は次のとおりである。EU域内のクロスボーダーの輸送
サービスについては、出発地が提供の場所とされる。ただしEUは、簡素化のために、　EU域内の
VAT登録事業者にサービスが提供される場合にはリバース・チャージを適用し、顧客による納税
を認めている。なお、英国は、EU域外への輸送にはゼロ税率の適用を認めている36）。
　次に、サービスの提供者が消費者に直接サービスを提供する場合（B2C）である。この場合には、
原則として原産地原則が適用される。すなわち、サービスの提供者がEU域内の者であるかEU域
外の者であるかを問わず、原産地原則が適用される。このことは、サービスがVATのない国から
提供される場合には、当該サービスはVATの負担がないことを意味する。また、たとえ相手国で
VATが課税されていても輸出免税が適用されている場合には、同様に、当該サービスはVATの
負担がないことになる。こうしたことは、音楽や映画、コンピュータ・ソフトウェアのダウンロー
ドにおいて課税の公平や中立性の面で重大な問題となる。
　こうした問題に対応するために、EUでは次のような対応がなされている。すなわち、2003年7
35）Angharad　Miller前掲書327頁。
36）Angharad　Miller前掲書329頁。なお、以上の取扱いは、次のとおり整理されている。
（サービスの取扱い）
サービスの種類 適用されるVAT制度
リバース・チャージ手続が適用されるサービス（EU域内か否かを問わない） 仕向地原則
土地に関連したサービス 土地が所在する国で課税
リバース・チャージが適用されないサービス（EUの提供者の
鼾〟j
原産地原則
リバース・チャージが適用されないサービス（EU域外の提供
ﾒの場合）
原産地原則（ただし、多くの場合、輸出免税が適用される。）
　上記の一覧表における仕向地原則の欄の「非EUからデジタル方式で購入したサービス」は、こうした事
情を反映したものであり、EU加盟国以外の国（たとえば、米国や日本）からデジタル方式でサービスが提
供された場合には、仕向地原則が適用される。すなわち、消費者の所在地国がサービスの提供の場所とされ、
サービスの提供者は消費者の所在地国においてVATの納税が求められる。
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月の決定で、電子的サービスのEU域外の提供者は、その顧客がEUのVAT登録をした顧客でな
い場合には、EUでVATの登録をし、　EUのVAT課税を受けるべきものとされている37）。
3．サービスの捷供の場所に関する2008年2月の改正
（1）改正の概要
　EUでは、2008年2月に、サービスの提供の場所に関する新たなVAT指令が採択されている。
その概要は次のとおりである謝。
　2008年2月12日に、EUの経済財政理事会（Ecofin　Council）は、　VAT指令の改正包括案を採
択しており、その中のひとつがサービスの提供の場所（the　place　of　supply　of　services）に関する
2008年2月12日付けの理事会指令2008／8／ECである。
　ここで、VAT包括案の全体の項目を掲げると、次のとおりである。
一　サービスにかかる提供の場所に関する新たなルールを2010年より適用する。
一　顧客の加盟国で行われたとみなされるクロスボーダーのサービスに対して、リバース・チャー
　ジ・メカニズムを適用する。
一　リバース・チャージ・メカニズムの対象となるEU域内でのクロスボーダーのサービスについ
　て、サービスの提供者に対して、定期的な顧客リストの提供義務の制度を導入する。
一　他の加盟国の納税義務者が納付したVATの還付にかかる電子的手続を2010年に導入する。
－　EU域内の最終消費者に提供される遠距離通信、ラジオおよびテレビ放送ならびに電子的サー
　ビスに、2015年よりワンストップ・ショップ制度の適用を拡大する。
一　サービスの提供者に対して新規に課される明細書（recapitulative　statement）の提出義務に基
　づいて、EU域内サービスについて加盟国間での情報交換を拡大する。
　上記の包括案のうち、最初に掲げられているサービスの新たな提供の場所に関するルールの概要
は次のとおりである。
　まず、不動産、乗客の輸送、文化、芸術、スポーツ、科学、教育および娯楽にかかるイベント、
レストランでの食事、乗り物の短期的な貸付けといったサービス（これらは「特定サービス」とさ
れる。）については、顧客が納税義務者たる事業者（課税事業者）であるか否かを問わず、当該サー
ビスが提供された場所において課税できるものとされる。
　課税事業者に提供されるサービスで、上記の特定サービス以外のサービスについては、顧客の所
在地において課税するものとされる。
　上記の特定サービス以外のサービスで課税事業者以外の者（すなわち、消費者）に提供されるサー
ビスについては、従来どおり、サービス提供者の所在地たる加盟国で課税するものとされる。ただ
し、EU域外から提供される仲介サービス、物品の運送、動産にかかる作業および電子的サービス
37）Angharad　Miller前掲書328頁。この新ルールは、VATは消費地で課税されるべきであるとするオーバー
　ライディングのルール（VAT指令の58条）に基づいたものである。ただし、海外の事業者に対する課税権
　の有無や強制執行の可能性の問題が残されており、米国の大企業はEU諸国の政府との関係を損なわないた
　めにこのルールに従っている可能性があるとの指摘がなされている。
38）International　Vat　Monitor　March／April　2008　p．138のVAT　News（VAT　Package－place　of　supply
　－Refund　of　VAT－Exchange　of　information）を参考とした。
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ならびにEU域外の顧客に提供されるこれらのサービスについては、異なる基準を適用するものと
される。
　2011年、2013年および2015年のそれぞれ1月1日に、提供の場所のルールは再度改正される。
2011年からは、文化、芸術、スポーツ、科学、教育および娯楽にかかるイベントへの課税事業者
の入場は、当該イベントの場所で課税され、当該イベントの実施団体は課税事業者たる顧客の所在
地で課税される。
　2013年1月1日からは、課税事業者以外の者に対する運送手段の長期貸付に新たなルールが適
用され、2015年1月1日からは、EU域内のサービス提供者による、遠距離通信、ラジオおよびテ
レビ放送および電子的サービスのEU域内の最終消費者への提供は、顧客の所在地において課税す
るものとされる。なお、最後の点については、ワンストップ・ショップ制度の導入と同時に実施す
るものとされている。
（2）今回の改正の意義
　今回の改正のもっとも重要な部分は、課税事業者対するサービスの提供について、そのサービス
提供の場所の判定基準が、特定のサービスを除き、サービスの提供者の所在地から顧客の所在地に
変更されたことである。
　こうした変更の意義については、次のように整理することができると思われる。
　1993年の税関の廃止の時点において、EU委員会が理想としたのは、国内でのVATの取扱いを
EU域内全体に拡大することであった。それは、取引が加盟国との国境を超えた場合には、原産地
原則の採用を要請する。VATは消費に対する課税であることから、最終的には消費地たる加盟国（ま
たは消費により近い加盟国）で課税し、消費の行われた加盟国の税収とするのが原則であるが、最
終消費にいたるまでの途中経過については、VATの課税の仕組みを考慮すると、納税義務者たる
事業者にとってEUがひとつの国であるかのように取扱うことが望ましい。したがって、加盟国間
での最終的な税収配分という面では一種の便宜措置であるが（最終的には、原産地国と消費地国と
の間での税収の再配分が必要となる。一種の清算の仕組みが必要となる。）、課税事業者にとっての
理想として、EU域内取引のすべてに原産地原則を適用しようとした。すなわち、事業者にとって
は、EU全体のひとつの国であるのと同様の課税上の処理でVATの納税は完了する。しかしなが
ら、こうした仕組みに対する各加盟国の強い反対（清算の仕組みの採用は、一般に高税率国に不利
に働くこととなり、また、正確な再分配の実施を可能とするような信頼しうる統計数値が得られる
か疑問があった。）が提起され、この確定案は採用されず、暫定措置（経過措置）として、仕向地
原則と原産地原則をミックスした複雑な制度が導入されたものである。その後、不都合な点の部分
的な見直しを行いつつ今日に至っている。今回の改正は、理想とする原産地原則に向かうのではな
く、現実を重視し、より仕向地原則に近づいたというものと評価することができる。
　こうした経緯の詳細について論ずることは本稿の目的ではなく、別の機会に譲りたいが、今回の
改正の意味についてのコメントをひとつ紹介すると次の通りである39）。
　「新たなサービスの場所のルールを受け入れることで、EU委員会は、　EU域内取引について原産
地原則を導入するとの理想をさらに放棄したことになる。」
39）Stan　Beelen“Fifteenth　Anniversary　of　the　Transitional　Regime　for　Intra－Community　Supplies　of
　Goods”INTERNATIONAL　VAT　MONITOR　MAY／JUNE　2008　p．174
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（3）今回の改正の具体的な内容
　ここでは、今回の改正の内容をサービスの種類ごとにみていくこととする40）。
　まず、一般原則（by　default；デフォールト・ルール）であるが、2010年より、他に明示の規定
がない限り、納税義務者（taxable　person）41）に提供されるサービスは、顧客の所在地（the　place
where　the　customer　is　established）で提供したものとみなされ（新44条）、納税義務者以外の
者42）に提供されたサービスは、サービス提供者の所在地（the　place　where　service　provider　is
established）で提供したものとみなされる（新45条）43）。
　次に、以下に掲げるサービスについては、顧客が納税義務者であるか否かにかかわらず、同一の
ルールを適用するものとされる。
　まず、不動産に関連したサービス、たとえば、不動産業者、ホテル、不動産の利用権、建設工事
に関連したサービスについては、不動産の所在地でサービスの提供があったものとみなされる（新
47条）。
　旅客の輸送については、距離に比例して、輸送が行われた場所でサービスの提供があったものと
みなされる（新48条）。
　文化、芸術、スポーッ、科学、教育、娯楽等にかかるイベント（祭典や展示会を含む。）は、当
該活動が物理的に実施された場所でサービスが提供されたものとみなされる（新53条）。
　EU域内での、船舶、航空機または列車で提供されるレストランや出前のサービスは、旅客輸送
の出発地でサービスの提供があったものとみなされ（新57条）、その他のレストランや出前のサー
ビスは物理的に実施された場所でサービスの提供があったものとみなされる（新55条）。
　運送手段（乗り物）の短期（船舶では90日未満、その他は30日未満）のリースは、顧客の実際
の運用の場所で提供があったものとみなされる（新56条）。
　さらに、下記のサービスで、納税義務者以外の者（すなわち、消費者）に対して提供される場合
の取扱いは次のとおりとされる。
　仲介サービスは、その基礎となった取引の場所で提供されたものとみなされる（新46条）。
　物品の域内輸送は出発地で提供されたものとみなされ（新50条）、その他の物品の輸送は距離に
応じて提供されたものとみなされる（新49条）。
　輸送の補助的サービスや動産にかかるサービスは、物理的に実施された場所で提供されたものと
みなされる（新54条）。
　EU域外からEU域内に電子的に提供されたサービスは、2014年まで、顧客の設立の場所（the
place　where　the　customer　is　resident／established）で提供されたものとみなされる（新58条）。
なお、2015年以降は、遠距離サービスのすべてについて、顧客の設立の場所で提供されたものと
みなされる。ここで、遠距離サービスとは、遠距離通信サービス、ラジオやテレビの放送、電子的
40）下記の記述は、Walter　van　Corpt，“Amendment　to　the　EU　VAT　System”International　Vat　Monitor　1
　（2008），pp．6－12．を参考とした。
41）本章では、納税義務者、事業者および課税事業者の用語は、同じ意味を有するものとする。
42）本章では、納税義務者以外の者、課税事業者以外の者、消費者の用語は、同じ意味を有するものとする。
43）新44条や新45条など、「新」がついている条文は、2008年2月の改正後の規定を指すものとする。以下、
　本章において、他の条文についても同様である。
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に提供されるサービスが含まれる。すなわち、2015年以降は、遠距離通信サービス、ラジオやテ
レビの放送および電子的に提供されたサービスについて、発信地がEUの域内か域外かを問わず、
すべて、顧客の所在地がサービスの提供地とされることになる。
　EU域外の顧客に対して提供される「無形のサービス」は、2014年まで、顧客の居住の場所で提
供されたものとみなされる（新59条）。なお、ここで、無形のサービスには、知的財産権の譲渡、
公告サービス、コンサルタント、データ処理、情報、事業活動の抑止義務、金融業、ガスや電気の
供給、ラジオやテレビの放送、電子的に提供されるサービスが含まれている。なお、2015年以降は、
新59条の対象となっていたサービスの一部が新58条に移行する。
　なお、実質的な使用および享受のオーバーライド（effective　use　and　enjoyment　override）につ
いては、一定の範囲のサービス（新44条、新45条、新56条および新59条）について、当該サー
ビスが実質的に使用および享受がなされた場所に基づいて、提供の場所を、EU域外の場所から加
盟国内の場所に、あるいは、加盟国内の場所からEU域外の場所にシフトさせるものとしている（新
59a条）。なお、暫定規則（59　b条）は、加盟国に対して、　EU域外のサービス提供者がEU域内
の非納税義務者たる顧客に対して適用する遠距離通信、ラジオおよびテレビ放送に限り、加盟国に
対して、オーバーライドの適用を要求していたものであるan）。
　以上の改正に関連して、重要なものについて、サービス提供の場所に関する現行のルールと新た
なルールとを比較すると、次のとおりである。
　現行の提供の場所のルールと比較して最も重要な改正は、納税義務者（課税事業者）に提供され
るクロスボーダーのサービスに関するものであり、改正のポイントは次のとおりである。
　まず、他に明示の規定がない限り（一般原則；デフォールト・ルール）、サービスは、顧客の所
在する場所（the　place　where　the　customer　is　established）においてVATを課税するものとされ
る（現行制度では、サービスの提供者が所在する場所（the　place　where　the　service　provider　is
established）で課税することとされている。）
　物品および補助的サービス、仲介サービス、および動産にかかる作業は、デフォールト・ルール
が適用される（現行制度では、顧客の登録の場所で、VATの対象とされている。）。
　乗り物の短期の借上げは、顧客による乗り物の利用の場所で、VATの対象とされる（現行制度
では、提供者の設立の場所で課税することとされている。）。
　EU域内での、船舶、航空機または列車で提供されるレストランや出前のサービスは、旅客輸送
の出発地でサービスの提供があったものとみなされ、その他のレストランや出前のサービスは物理
的に実施された場所でサービスの提供があったものとみなされる（現行制度では、提供者の設立の
場所で課税するものとされている。）。
　なお、参考として、納税義務者以外の者（消費者）に提供されるクロスボーダーのサービスにつ
いて述べるは、以下の通りである。
　乗り物の短期のレンタルは、借り手が乗り物を利用する場所でVATの対象とされる（現在は、
貸主の設立の場所とされている。）。
　EU域内での、船舶、航空機または列車で提供されるレストランや出前のサービスは、旅客輸送
44）「実質的な使用および享受のオーバーライド（effective　use　and　enjoyment　override）」については、たとえば、
　“The　new　rules　on　the　place　supply　of　services　in　European　VAT”EC　TAX　REVIEW　2008／2　p．84に、
　その背景や問題点が論じられている。
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の出発地でサービスの提供があったものとみなされ、その他のレストランや出前のサービスは物理
的に実施された場所でサービスの提供があったものとみなされる（現行制度では、提供者の設立地
で課税することとされている。）。
　最後に、遠距離サービス（services　supplied　at　a　distance）を取り上げると、次のとおりである。
遠距離通信サービス、ラジオおよびテレビ放送、電子的に提供されるサービスなどの遠距離サービ
スについては、サービスの場所は、現在、仕向地原則が適用されている。ただし、サービスの提供
者（service　provider）と課税事業者以外の顧客（non－taxable　customer）の双方がEU域内に
施設を有しているか（established）またはEUの居住者（resident）である場合には、当該サービ
スは、サービス提供者の所在地でVATを適用するものとされている。これらのサービスについて
は、経過措置を経て、最終的には（2015年より）、遠距離で提供されるサービスの提供の場所にか
かる新たなルールが導入される。特に、EUのサービス提供者により、課税事業者以外のEUに所
在する者に電子的に提供されるサービスには、2015年より、ワンストップ・ショップ制度45）の実
施とともに、仕向地原則を適用するものとされる。
　なお、「設立の場所」の概念についても、これが何を意味するかについての議論があるが、本稿
とは直接関係がないので、ここでは、これ以上触れないこととする46）。
4．国際的サービスに対する課税のEU以外の国も含めた各国の現状
　国際的サービスの消費課税におけるEUを含めた各国の現状は、次のとおりであり47）、混乱状態
にあるというのが現実である。なお、ここでは、テキストの表現にしたがい、サービスの輸出およ
び輸入という表現を用いることとする。
　テキストを要約すると次のとおりである。
　まず、サービスの輸入に対する課税である。サービスの輸入に対する課税については、多くの国
で失敗に終わっている。ただし、こうした輸入サービスに対する課税の失敗は、輸入サービスが当
該輸入サービスにかかる税の仕入税額控除ができる登録輸入業者に対して提供される場合には、
45）ワンストップ・ショップ制度とは、仕向地原則の適用に伴って増加が予想される納税義務者の申告にかか
　る事務負担の増大について、これを軽減することを目的とした制度である。すなわち、仕向地原則が適用さ
　れると、納税義務者は、個々の顧客の所在地国に対応したVATを価格に上乗せし、当該VATを顧客の所
　在地国に納付する必要が生ずる。ワンストップ・ショップ制度は、こうしたVATの納付を自己の所在地国
　で一括して済ますことができるようにする制度である。
46）Joep　Swinkels“Evolution　of　the　EU　PIace－of－Supply　Rules”INTERNATIONAL　VAT　MONITOR
　MARCH／APRIL　2006　p．107では、国際的サービスの提供における固定的施設（fixed　establishment）
　の問題が論じられている。サービスの提供に対する消費課税は、サービスの提供者とサービスの顧客の所在
　する場所を基本としているからである。たとえば、納税者義務者の本店と、国外にある支店との間の取引が
　課税対象となるのか、また、消費課税における固定的施設の概念は、所得課税に関する租税条約における恒
　久的施設（PE）の概念と同一のものかどうか（さらには、直接税と間接税の相違）といった興味深い論点
　が紹介されている。
47）本節の記述は、Alan　Schenk、　Oliver　Oldman“Value　Added　Tax－AComparative　Approach”Cambridge
　University　Press　2007の203頁以下を基礎としている。なお、参考として、本書における該当部分を本節の
　最後に訳出する．
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VATの課税ベースの減少幅は縮小する。他方、輸入されたサービスが消費者およびその他の当該
サービスの取得にかかる税の取戻しができない者に提供される場合には、課税ベースは完全に損な
われている。さらに、国内のサービス提供者は、競争上の不利益を被っている。結果的に、多くの国は、
消費者およびその他の当該サービスに対する仕入VATの税額控除が認められない者によって輸入
されたサービスを課税対象としかつ税を徴収するために、自己賦課（self－assessment）の方法
に頼らざるをえなくなっている。
　次に、サービスの輸出に対する課税である。物品の輸出については、ゼロ税率を適用することに
ついて一定程度の整合性が存在するのに対して、サービスの輸出に関しては、各国の取扱いはまち
まちであり、整合性が欠如しているのが現実である。
（参考）
　　サービスの輸入についてはの記述は、次のとおりである（注47参照）。
　　「VAT課税国の一部はすべての輸入サービスにVATを課税しているが、大部分の国は輸入サービスのう
ち特定種類のものにのみ課税している。少なくとも、VATは、原則として、輸入物品の価格の一部を構成
　しているサービスの価格を含めることにより、輸入物品に帰属するサービスに対して課税している。オース
　トラリアは、輸入物品の価格を、関税上の価格に一部の税および負担金を加え、かつ、関税上の価格には含
　まれていない範囲で、オーストラリアの目的地までの輸送費および保険料を含めたものであると定義してい
　る。
　　EUで開発された提供の場所のルール（現在、改正の過程にある。）は、　EU以外の多くの国でも採用され
ているが、多くのサービスの提供の場所を提供者の事業の場所（supplier’s　place　of　business）とするもの
である。このルールは、事業者に対して、サービスを提供する国以外の国を事業の場所としてサービスを提
供するよう勧めることになる。この場合、サービスは、所在地国ではゼロ税率での輸出となり、かつ、消費
者が当該サービスを利用する国では課税されないことになる。たとえば、南アフリカの会社がケーブルテレ
　ビのサービスをウガンダの視聴者に提供し、現地の関連会社は南アフリカの親会社にいくらかのサービスを
提供し、ついで、提供の場所のルールにより当該サービスは当該サービスが提供された場所で提供されたも
のであるとされた場合について、ウガンダの裁判所は、南アフリカの親会社によって提供されたサービスは
　ウガンダ国外で提供されたものであり、したがって、課税対象とならないとの判決を下している。
　　電子的に提供される特定のサービスに対するルールを除き、EUでは、サービスにかかるサービス提供の
場所のルールは、次の通りである。
　　　例外を別として、仲介業者によるサービスの提供以外のサービス提供の場所は、提供者がその事業の場
　所を有しているか、または、当該サービスが提供される固定的施設を有している場所、こうした事業の場
　所または固定的施設を欠いている場合には、提供者の恒久的住所または常用の居所のある場所にあるもの
　　とみなされる。
　　　第6次指令の9条（書換え後の46条から59条）の例外は、こうした原則を覆しており、多数のサービ
　　スの提供について、当該サービスの場所は、当該サービスが提供された場所、当該サービスが物理的に実
　行された場所、または、顧客の所在する場所であるとしている。EUは、　EU域外の提供者がEU域内の
　納税者以外の者に提供されるサービスに対して適用すべき提供の場所の研究を続けている。
　　　一部の輸入サービスに対する課税の失敗は、輸入サービスが当該輸入サービスにかかる税の仕入税額控
　除ができる登録輸入業者に対して提供される範囲内において、VATの課税ベースを削減しない。したがっ
　　て、登録した者が課税物品に帰属する会計サービスを輸入し、かつ、当該輸入が課税されたとしても、輸
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入業者が当該サービスにかかる税の仕入税額控除を請求することが可能である。登録した者は、その者が
会計サービスを国内で購入したか輸入するかにかかわらず、同一のVATの立場にあることになる。
　これに対して、輸入されたサービスが消費者およびその他の当該サービスの取得にかかる税の取戻しが
できない者に提供される範囲において、課税ベースは損なわれ、国内のサービス提供者は不利益を受ける
ことになる。結果的に、多くの国は、消費者およびその他の当該サービスに対する仕入VATの税額控除
が認められない者によって輸入されたサービスを課税対象とし、かつ、税を徴収するために自己賦課（self
－assessment）に頼らざるをえなくなっている。たとえば、第6次指令は、加盟国に対して、非居住者
が納税義務者以外の者に対して提供した一部のサービスについて、当該サービスの実質的使用または便益
享受（effective　use　or　enjoyment）が当該国内で発生している場合には、加盟国内で提供があったものと
して取り扱うことを認めている。こうしたサービスは国内で提供されたものとみなされ、したがって、課
税対象となる。英国のVATは、一部の輸入サービスについて、リバース・チャージのルールを適用して
いる。ニュージーランドもまた、一部の輸入サービスに受取者に対して、リバース・チャージのルールを
適用している。」
　次いで、サービスの輸出についての記述は、次のとおりである。
　「VAT課税国における物品の輸出に対するゼロ税率の適用について一定程度の整合性が存在するが、
サービスの輸出に関しては、整合性が欠如している。オーストラリアでは、オーストラリアで設立されて
いない者に対するサービスで、オーストラリア以外で消費されるものの多くにゼロ税率（オーストラリア
の用語では、GST免除（GST－free））を適用している。ニュージーランドは、リストに掲げられた輸出
サービスに対してゼロ税率を適用している。シンガポールは、一部の国際的サービスにゼロ税率を適用し
ているが、当該サービスはシンガポール国外の者に直接便益を与えるものに限定し、シンガポール国内の
者には適用しないこととしている。サービスの輸出には不正の機会が存在する。その理由は、サービスが
実際に輸出されたか否かを数ヵ月後に調査することは困難だからである。」
5．EUの制度とわが国の制度との比較
　本節では、EUの制度改正で示された、国際的サービスに対する消費課税の抱える問題点を明ら
かにし、わが国の制度の見直しにとって参考となる点を探ることとする。
　EUにおける2008年の改正の実施後の制度とわが国の制度を比較すると、次のとおりである。
　（原則的なサービス提供の場所）
　サービスの提供の場所が、わが国では、原則としてサービス提供の場所とされているのに対して、
EUでは、サービスの提供が明白であるケースを特例として掲げ、それ以外は原則として、サービ
スの提供者または顧客の事務所等としている。そして、顧客が納税義務者の場合には顧客の事務所
等、顧客が消費者の場合には提供者の事務所等とされている（サービスの提供者は免税、サービス
の顧客はリバース・チャージが適用される。なお、この仕組みは、脱税に利用される可能性が大き
い。）。さらに、顧客が消費者の場合であっても、一定の場合には、消費者の所在地をサービスの提
供の場所としている。なお、こうした場合には、執行の困難性が問題となる。
（特例としての各種サービスの提供の場所）
一45一　国際的サービスに対する消費課税のあり方について
（1）国際的な輸送および通信
　わが国では、国内と国外をまたがる輸送や通信のサービスについては、その出発地等または到着
地等のいずれかが国内にあれば、サービス提供の場所は国内とし、かつ、輸出免税の適用を認めて
いる。
　これに対して、EUでは、EU域外との関係では国内での距離に比例した課税が原則とされている。
（2）イベント
　わが国とEUで基本的な相違はなく、イベントが物理的に実施された場所がサービスの提供の場
所とされている。
（3）無形資産
　EUでは、顧客が課税事業者の場合には顧客の所在地がサービス提供の場所とされ、顧客が課税
事業者以外の者の場合には、さらに顧客の所在地がEU域内とEU域外に分類し、前者はサービス
提供者の所在地、後者では顧客の所在地とされている。
　わが国では、権利の登録の場所または権利の提供者の所在地とされている。
（4）サービスの提供の場所が明らかでない取引や遠距離サービス
　法律や会計など専門的サービスの提供については、EUでは、無形資産の場合と同様の取扱いと
されている。すなわち、顧客が課税事業者の場合には顧客の所在地がサービス提供の場所とされ、
顧客が課税事業者以外の者の場合には、さらに顧客の所在地がEU域内とEU域外に分類し、前者（原
則的取扱いが適用される。）ではサービス提供者の所在地、後者（特例が適用される。）では顧客の
所在地とされている。
　これに対して、わが国では、サービスの提供者の所在地とされている。そのうえで、サービスが
輸出される場合には輸出免税が適用される。サービスが輸入される場合には、課税対象外となる。
（5）顧客の分類の有無による比較
　わが国の消費税法では、国際的なサービスにおいても、サービスの提供を受ける者が課税事業者
であるか消費者であるかによる区別が行われていない。これに対して、EUでは、サービスの提供
を受ける者が課税事業者であるか、それとも消費者であるかによる区別を設けている。この点は、
重要な意味をもつと思われる。
6．小括
　本章では、EUの動向を明らかにし、わが国のシステムとの比較を行った。
　本章での検討を踏まえたところで、国際的サービスに対する消費課税にかかる論点について整理
しておきたい。
　ここで、サービスとは、法律や会計などの専門知識の提供などの知的サービスを遠距離で提供す
ることやインターネットを通じて音楽等の配信することなどを念頭において論ずる。また、以下の
議論では、国際的取引に関係する双方の国が、消費課税に関して同一の課税原則（原産地原則また
は仕向地原則）を採用していることを前提する。同一の課税原則が採用されていない場合には、全
体として整合性のあるシステムの構築は困難である。
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　サービスは、一部の例外（すなわち、建築や修理などモノに関連したサービスや音楽会等のイ
ベントなど、サービス提供の場所が明確なもの）を除き、基本的には、「場所」の概念になじま
ないものである。「場所」の概念になじまないことから、当然であるが、「移動」ということは
起こりえない。したがって、輸出や輸入といった概念にはなじまないものである。
　これに対して、モノ（物品、有形資産）の場合には、モノの所在する場所を認識し、モノの場
所の移動を考えることができる。そして、その移動が国境を超える場合には、輸出あるいは輸
入として把握することが可能である。さらに、国境に税関があれば、国境での監視を通じた輸
出免税と輸入課税によって、相手国での課税とは無関係に、国内消費課税を実現することが可
能となる。
　サービスに対する課税を検討する場合には、サービスの提供の場所やサービスの提供の場所の
移動といった概念ではなく、サービスは提供者から顧客に提供されるものとして把握すること
が現実的である。そして、提供者と顧客が異なる国に所在する場合に、国際的サービスに対す
る消費課税をどのように構築するかという問題が発生する。提供者の所在する国と顧客の所在
する国のいずれが課税権を有しているのか、といった課税権の配分の問題である。前者は原産
地原則に基づいた課税、後者は仕向地原則に基づいた課税となるas）。
　したがって、次に問題となるのは、サービスの提供が提供者の所在地と顧客の所在地のいずれ
で課税するかという選択である。ここでは、輸出あるいは輸入といった税関の監視を通じた方
法で解決することはできない。
　サービス提供者の国をもってサービスの提供の場所とするルールを採用した場合には、サービ
スの提供者にとっては、自国のVATのみの対象となる49）。したがって、納税手続きの面で、追
加的な負担は発生しない。
　顧客からすると他国のVATの負担させられることになるが、こうした結果は、　VATが消費
者の消費を課税対象とするものであるとすると、VATが納付された国とVATが納付されるべ
きであった国が相違する結果となる。また、顧客が同一種類のサービスを国内で購入した場合と
国外から購入した場合で、税負担が異なることとなり、中立性の原則に反する結果となる50）。さ
48）なお、ここでは、「所在する」ということの意味については、触れないこととする。
　Joep　Swinkels“Evolution　of　the　EU　PIace－of－Supply　Rules”INTERNATIONAL　VAT　MONITOR
　MARCH／APRIL　2006　p．107では、国際的サービスの提供における固定的施設（fixed　establishment）
　の問題が論じられている。サービスの提供に対する消費課税は、サービスの提供者とサービスの顧客の所在
　する場所を基本としているからである。たとえば、納税義務者の本店と国外にある支店との間の取引が課税
　対象となるのか、また、消費課税における固定的施設の概念は所得課税に関する租税条約における恒久的施
　設（PE）の概念と同一のものかどうか（さらには、直接税と間接税の相違）といった興味深い論点が紹介
　されている。
49）サービス提供者にとって、国内取引と同一であり、事務上の追加的負担は生じない。なお、提供地国側が
　輸出免税を適用した場合には、顧客側の国が同一の課税原則と採用しているとすると、当該顧客が消費者の
　場合において当該サービスは完全に課税対象外となる可能性がある。
50）同一のサービスについて、課税になるとしても適用される税率の相違が想定される。
一47一　国際的サービスに対する消費課税のあり方について
らに、当該顧客が課税事業者の場合には、他の国での課税仕入れにかかるVATの仕入税額控除
が認められるのか否か、という疑問が生ずる。
　それでは、顧客の所在地国をもって、サービス提供の場所とすればどうであろうか。サービス
の提供者にとっては、顧客の所在地国で納税義務が発生する51）。提供者は自国ではなく、顧客の
所在地国の税法にしたがってVATを顧客の所在地国に納税することが必要となる。したがって、
自国のみならず顧客の所在地国の税法の知識が必要となる。すなわち顧客毎に、課税となるか
否か、課税になるとして適用税率は何パーセントであるかを確認する必要がある。さらに、顧
客の所在地国に対して申告書を提出し納税することが必要となる。また、当該サービスに対応
する自国での課税仕入れにかかるVATの仕入税額控除が認められるのか、という疑問が生ずる。
　顧客の側からすると、顧客が消費者の場合には、顧客の所在地国での課税が行われた場合には、
問題は生じない。国内で購入したサービスとの問の課税上の中立性も維持されることになる。
　顧客が課税事業者の場合には、どうであろうか。この場合には、課税事業者たる顧客にとって、
国外の事業者からのサービスの購入は、国内の事業者からのサービスの購入と変わらないことに
なる。
　以上の問題について、EUでは、顧客が課税事業者の場合には域内提供免税とリバース・チャー
ジの方法が採用されているところであり、その経験の検討はわが国にとっても有益であろう。
また、顧客が消費者の場合には、EUの経験に照らしても、問題の解決は相当に困難であると考
えられる。
　そこで、次章では、国際的なサービス取引の課税のあり方について、わが国およびEUでの課税
の仕組みを基にしつつ、簡単なモデルを用いて、問題の本質に迫ることとしたい。
IV．問題点の分析
　本章では、前章までの知識をもとにして、単純なモデルを用いて、国際的なサービスに対する消
費課税の問題について、分析を試みることとしたい。
1．仕向地原則と原産地原則のニカ国モデルによる分析
　取引が国境を超えて行われる場合において、モノあるいはサービスについて、その取引の性格上
場所が特定されるものとそうでないものがある。モノの場合には原則的にすべて場所が特定されう
るが、税関を通過するか否かで大きな違いがある。サービスの場合には、原則としてそのすべてが
税関を通過しないが、サービスの提供が特定の場所に強い関連性を持つ場合とそうでない場合いに
区分される。
　なお、国境を超える取引に対する消費課税には、仕向地原則と原産地原則の二つの原則が存在す
51）非居住者に対する課税については、消費地国における固定的施設の有無が課税の条件となるか、固定的
施設とされる範囲はどうかが問題となるが、本稿では取り上げないこととする。
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る。
　ここでは、ニカ国モデルを使用し、これら二つの原則からの比較をベースとして分析を行うこと
としたい。比較に当っては、次の五つのケースを想定する。
　　物品の取引で、税関のあるケース
　　物品の取引で、税関のないケース
　　物品の取引で、EUの取扱い
　　サービスの取引で、場所と関係の深いケース
　　サービスの取引で、場所と関係の薄いケース
2．国際的な物品の取引
（1）税関のあるケース
　本稿では、国際的なサービスの検討が主題であるが、サービスと対比される物品のケースについ
てみておくことが有益であると考る。そこで、まず、物品の取扱いを検討する。まず、最初に税関
が機能しているケースである。
　X国の課税事業者である提供者Aが物品M（X国内において、本体価格は50、税込み価格55
で購入したものとする。）をY国の顧客Bに価格100で販売するというケースを想定する。X国の
VATの税率は10％であり、Y国のVATの税率は15％とする。また、物品Mは有形資産であり、
《設例1》
X国（税率10％） 　　　：　　　l　　　Y国（税率15％）
　　　t物品Mlの提供
1
提供者A 税関 顧客B
1
仕入の対価（50）
輸出免税
対価i（100）
税関を通過してX国からY国に移動するものとする。
引取課税
　こうしたケースにおける輸出免税と引取課税の一般的な取扱いは、わが国を含めた世界各国にお
いて共通であり、次の通りであると考えられる。
　まず、X国の物品の提供者Aにとっては、　Y国の顧客Bに対する販売は輸出取引に該当するこ
とから、輸出免税が適用される。この場合の輸出の事実は税関により証明される。物品Mは免税
となり、さらに、当該物品に対応する課税仕入50にかかる税額5の控除が認められる。提供者A
にとっては、この輸出取引において5の還付が認められる。
　Y国の顧客Bは、税関からの物品Mの引取りにあたり、Y国のVATの税率15％が適用され、
15の税額を納付する。これは、当該顧客が課税事業者であるか、消費者であるかを問わない。なお、
当該顧客が課税事業者の場合には、物品Mを転売した場合において、引取りに際して納付した税
15の仕入税額控除が認められる。
　以上により、全体として、仕向地原則にしたがった課税の結果が得られることとなる。すなわち、
一49一　国際的サービスに対する消費課税のあり方について
原産地国であるX国の税収はゼロであり、仕向地国（通常は消費地国でもある。）であるY国の国
庫に当該消費にかかる税15を歳入として得ることになる。
　また、顧客Bは、国内の事業者から同様の物品Mを購入した場合においても15％のVATが適
用されていることから、Y国内（仕向地国あるいは消費地国）における競争上の中立性が確保され
ている。
（2）税関のないケース
　次に、税関がないゲース（すなわち、税関で輸出免税および輸入課税が行われないケース）である。
　税関がない場合には、物品が税関を通過してX国からY国に輸出されていないことから、物品
の提供の場所が問題になるが、ここでは、X国に所在していた物品MがY国に輸送されたという
ケースを想定する。
《設例2》
X国（税率10％） 　　　i　Y国（税率15％）
　　　1物品Mlの提供3
提供者A 3
3
仕入の対価（50） 対価i（100）
顧客B
転売（200）
　この場合には、当該取引の場所はX国となり、X国の税法が適用される。ここで、輸出免税が
適用されるかどうかが問題となる52）。輸出であることが証明された場合には、輸出免税が適用され、
設例1と同様の結果となる。これに対して、輸出免税が適用されない場合には、提供者Aにおいて、
物品Mの課税売上にかかるVAT10から課税仕入にかかるVAT　5を控除して、差額の5をX国
に納付する。
　顧客Bにおいて、税関からの引取りではないことから、税関での輸入品にかかる引取課税は行
われない。顧客Bが最終消費者の場合には、X国の10％のVATを負担して、物品Mの取引の生
産から消費にかけての流通の連鎖は終了する。これに対して、顧客Bが課税事業者であってさら
に対価200で転売した場合には、売上に対する30のVATの課税が必要となる。この際に、物品
Mを購入した際に負担したX国のVATの10を仕入税額控除できるか否かが問題となる53）。
　以上の取扱いをみると、顧客が消費者の場合には、原産地原則の結果となっている。したがって、
消費地での課税という原則は実現していない。また、Y国の国産品たる物品との間で競争上の中立
性が失われている。
　なお、Y国が、当該取引が国内の取引であると判断して、当該取引をY国での課税対象として、
課税を検討する可能性がある。顧客Bが消費者の場合には、顧客Bに対して直接に課税するの
は現実的ではない54）。したがって、課税するとすれば、提供者のAに対する課税となる。この場
52）なお、税関を通過していないことから、実務的には、輸出した事実の証明が問題となるが、ここでは、こ
　の問題は取り上げない。
53）これは、X国に納付された税について、　Y国において税額控除することを認めるか否かの問題である。
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合、提供者AがY国において固定的な施設を持って事業活動を行っていない限り、課税は困難で
ある55）。
　顧客Bが課税事業者の場合には、状況は複雑である。課税事業者である顧客Bが、Aからの商
品Mの購入に当って負担したX国のVATの税額控除が認められないとすると、重複課税が発生
する。認められるとしても、X国で認められるのか、　Y国で認められるのか疑問がある。また、　X
国とY国での課税範囲の相違や税率の相違をどう処理するかが問題となる。
　以上のような困難性は、X国の課税とY国の課税の問に整合性が存在していないことによる面
が大きい。すなわち、消費課税における国際的な調整が欠如している結果であると言える。
（3）物品のEU域内取引のケース
　次に、EUにおける取扱いをみておくこととしたい。
　EUでは、1993年に、域内の税関による監視が廃止されている（その経緯等については、皿章で
論じた。）。EUでは、加盟国間での調整がなされている。現行の調整の方法は次のとおりである。
《設例3》
X国（税率10％） 　　　i　Y国（税率15％）
　　　1物品Mlの提供3
提供者A 2?
仕入の対価（50） 対価i（100）
顧客B
転売（200）
　顧客Bが消費者の場合には、原産地原則を適用する。提供者Aは、自分の所在地国であるX国に、
X国のVATを納付する。顧客BはX国のVATを負担することとなる。その結果、国内での競
争上の中立性は失われることとなる56）。なお、VATの税収は消費地国に歳入とする権利があると
すると、加盟国間での税収調整が必要となる。
　顧客Bが課税事業者の場合には、提供者Aには、域内供給免税が適用される。すなわち、輸出
免税と同様の取扱いとなる。他方、顧客Bについては、域内取得課税の対象となり、多くの場合に、
リバース・チャージ・メカニズムが適用されている。すなわち、買手課税であり、顧客Bは所在
地であるY国の税法に従って、Y国のVATを自らに適用して課税する。なお、通常は同時に仕
入税額控除が認められるので、重複課税は発生しない57＞。
54）消費者に対する直接課税となる。しかしながら、こうした課税が現実的であるか疑問がある。たとえば、
　米国の州税である小売売上税の使用税はこうした考え方によるものであるが、実効性は薄いといわれている。
　渡辺智之『インターネットと課税システム』（東洋経済新報社2001）150頁以下参照。
55）国外の納税者に課税する場合には、所得課税におけるPE課税に類似した議論が予想される。また、　X国
　での課税との関係も問題となる。仕入税額控除を認めるかどうかも課題となろう。
56）この問題の解決には、加盟国間の税率を近似させる必要がある。
57）ただし、銀行や不動産会社、大学など、非課税売上が売上の多くを占める業種では、結果として税負担が
　発生する。
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　したがって、顧客Bが課税事業者の場合には、論理的には完全な仕向地原則が実現する。ところが、
こうした域内供給免税と域内取得課税の仕組みは、理論的には大変優れたものであるが、回転木馬
不正など大規模な脱税に利用されることが多く、その防止も困難であり、EUにおいて大きな問題
となっているSS）°
　以上、国際的サービスの検討に入るための前段階として、物品についての取扱いを検討した。
3．国際的サービスの取扱い
（1）概論
　ここから、本稿の主題である国際的サ』ビスの課税について検討する。
　サービスについては、ここでは、課税対象たる取引のうち、物品（有形資産）の譲渡以外のすべ
て、すなわち、役務の提供のほか無形資産の譲渡等も含むものとする。
　サービスを大きく二つに分類することとする。ひとつは、そのサービスに物理的な行為が伴い、
その物理的な行為自体の意味のあるものである。通常は、サービスの提供の場所が明らかである。
旅客や貨物の輸送、コンサートやスポーッなどのイベント、不動産や動産を対象とした修理などが
典型例である。これらについては、個々に、物理的なサービス提供の形態に応じた取扱いや場所の
概念に基づいて、課税関係を検討する。
　もうひとつは、物理的な行為やその行為の場所そのものに特別の意味のないものである。サービ
スの提供の場所が明らかでないともいえる。法律や会計など専門的な知識に基づいた知的サービス
の提供、著作権や特許権などの無形資産の譲渡や貸付け、インターネットを通じた音楽や映画など
の配信などが考えられる。本稿の主として検討の対象としようとしているのは、こうしたケースで
ある。
（2）特定の場所と関係の深いサービス
　まず、サービスのうち、特定の場所と関係が深いサービスである。そのうちの典型的な二つのケー
スを検討する。
（イベント）
　サービスの提供者と顧客が同一の場所にあって、コンサートや演劇など物理的な役務提供が行わ
れる場合には、サービスの提供の場所はその物理的に実行された場所であって、その判定は容易で
ある。
　この場合の主要な問題は、こうしたサービスの提供者が一時的に滞在するだけで、イベントが終
了すると、帰国してしまうことがあることである。こうした提供者に対する課税は執行面の問題が
残る。こうした執行上の問題は、知的サービスの提供の場合と同様である。
（国際的な輸送および通信）
物理的な輸送というサービスが存在することから、そのサービス提供の場所は、出発地点から到
58）Michael　Tumpel“A　Hybrid　VAT　System　in　the　European　Union”Tax　Notes　lnternational／9July　2007（な
　お、「租税研究」2008年1月号104頁に翻訳が掲載されている。）
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着地点までの連続した線としての場所である。その場合の課税方法としては、理論的には出発地課
税か、到着地課税または輸送距離での按分課税が考えられる。
　わが国の方式（すなわち、出発地と到達地のいずれかが国内であれば国内取引とし、かつ輸出免
税を適用する方式）は、双方不課税を生じさせる可能性があり、疑問がある。重要なのは相手国の
課税方式との整合性である。輸送距離による按分方式が合理的であると考えられるが、いずれにせ
よ相手国との調整が必要である。なお、公海上の輸送の取扱いが問題となりうるが、二国間あるい
は多国間の取決めの問題であろう。
（3）特定の場所と関係の薄いサービス
　ここでは、X国の法律の専門家であるAがY国の顧客Bに法律上の専門的知識を提供するとい
うケースを想定する。サービスの提供に方法としては、電話、手紙、電子メールなどのほか、面談
など様々な方法がありうる59）。
　まず、サービス提供の場所はどこか。法律相談の態様としては、面会、電話、手紙、電子メール
などが考えられるが、役務の提供がどこで行われたかを検討することは、不可能ではないにしても、
無意味である。こうした場合には、サービスの提供者の所在地か、あるいは、サービス提供の顧客
の所在地のいずれかをもってサービス提供の場所とすることとなる60）。
《設例4》
X国（税率10％）
　　　　：
　　　　：
　　　　Iサービス1の提供
　　　　：
Y国（税率15％）
提供者A
　　：
対価i（100）
顧客B
　ここで、原産地原則を採用するか、仕向地原則を採用するかが大きな問題となる。VATや消費
税が消費に対する税であることを前提とすると、一般論としては、消費地国または消費により近い
国において課税することが望ましい。すなわち、仕向地国課税が原則となる。しかしながら、税関
が存在しない場合において仕向地国原則により課税を実施することは、これまでの議論からもわか
るとおり、必ずしも容易ではない。したがって、原産地原則による課税が現実的な対応策としての
選択肢となりうる。なお、いずれにおいても、相手国と調整を予定するか否かが重要な議論の分岐
点となる。
59）なお、X国の事業者がY国の顧客にインターネットを通じて、音楽や映画の配信を行うというケースに
　ついても、同様の議論が成立する。
60）なお、この場合において、提供者の所在地とは何かが問題となる。すなわち、提供者の本店の所在地なのか、
　それとも当該事務を提供した事務所の所在地なのかが問題となる。所得課税におけるPEとの比較が議論と
　なる。ここでは、とりあえず、提供者または顧客の所在地が当該サービスの関連の場所であると仮定する。
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　原産地原則を採用した場合
　原産地原則を適用すると、提供者Aの所在地であるX国がサービス提供の場所となる。この場
合にはサービスの提供がX国で行われたとして、X国のVATが課税される。ただし、　X国にお
いて輸出免税が適用される可能性がある61）。顧客Bが課税事業者である場合には、仕入税額控除
が認められるか否かが問題となる。X国のVATを仕入税額控除の対象として認めるか否かは、　Y
国の課税システムの問題である。いずれにせよ、X国とY国の問で何らかの調整が行われない限り、
二重課税あるいは双方不課税が発生する可能性がある。
　原産地原則を採用すると、X国では問題は生じないが、　Y国において、競争上の中立性が阻害さ
れることになる。Y国では、執行上課税が困難であるのみならず、理論的にも課税の根拠を失う。
顧客Bは、国内においてサービスを調達するか（この場合にはY国の税率が適用になる。）、それとも、
国外から購入するか（この場合にはX国の税率が適用になる。）で税負担に差が生ずることになる
が、これでは課税の中立性に反する結果となる。
　仕向地原則を採用した場合
仕向地原則を適用すると、サービスの利用者である顧客Bの所在地がサービス提供の場所となる。
この場合には、当該サービスはY国の課税の対象となる。
　ここで、顧客Bに課税するのか、それとも、提供者Aに課税するのかの選択の問題が発生する。
さらに顧客Bに対する課税は、顧客が消費者であるかそれとも課税事業者であるかによって、大
きく状況が異ってくる。
（顧客が消費者のケース）
　顧客が消費者の場合には、消費者を納税義務者とすることは、選択肢としてはありうるが、執行
面を考えると現実的ではない。したがって、事業者Aに対して課税することになる。事業者Aは、
Y国の税法に基づいてY国のVATを納付することが必要となる62）。ここで、　Y国がX国に所在
する提供者Aに課税できるのかという理論的な問題と実際に課税できるのかという執行上の問題
が発生する。事業者AがY国のVATを納税するとして、その場合に、　X国での対応する課税仕
入でX国に納付したVATの仕入税額控除が認められるかという問題が発生する。また、税率や
課税範囲がX国とY国とで異なることが予想されるが、その調整をどうするかといった問題も残
される。
　また、提供者Aは、Y国の税法に従いY国に対する納税を行うとして、　Y国に免税事業者の制
度がある場合には、こうした免税制度が適用されるのかという疑問が生ずる63）。課税を免除されな
いとしても、事業者AがY国に事務所等を有していない限り、執行面で課税は困難である。課税
61）なお、輸出であることの証明が問題となるが、わが国では、契約書により認めることとしている。
62）ここで、Y国がX国に所在する提供者Aに課税できるのかという理論的な問題と実際に課税できるのか
　という執行上の問題が発生する。たとえば、PEなければ課税なしといった、所得課税の理論が適用となる
　のか、情報交換が必要ではないか、など。ただし、この問題の検討は別に機会に譲りたい。
63）わが国の場合には、比較的高額の免税点と基準期聞の制度によって、課税の可能性はほとんどないと思わ
　れる。なお、こうした本来は国内の零細な事業者を対象とした制度を、国外の事業者に、同様に適用するの
　は妥当か疑問がある。
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されるとすると、事業者Aにとっては、X国とY国の双方の国の税法に基づいた税の価格上乗せ
と申告および納付の手続についての知識が必要となる。
　なお、執行面からすると、Y国の税務当局がサービスの提供者Aを把握することは、　X国との
執行協力なくしては困難である。しかし、こうした事実上の不課税を放置すると、全体として、重
大な不公平あるいは課税漏れが発生し、納税秩序が乱れる怖れがある。仮定として、X国のサービ
ス提供者がY国の顧客にサービスを提供し、Y国のサービス提供者がX国の顧客にサービスを提
供した場合には、いずれの国も税収は得られないこととなる。
　わが国では、こうしたサービスの輸入に対する課税は、（理論的には、仕向地原則を採用すれば
課税対象となりうるのであるが）、提供者の所在地基準を採用することにより、課税を放棄してい
るといえる。したがって、国内で受けるサービスとの間で、競争上の中立性が阻害されている可能
性がある。また、モノとサービスとの互換性を考慮すると、代替性のある物品の輸入との間で中立
性が阻害されていることになる。
　なお、X国では、当該サービスは課税対象外となるが、当該サービスに対応した課税仕入につい
て仕入税額控除が認めるのかどうかという疑問が発生する64）。
（顧客が課税事業者のケース）
　顧客が課税事業者の場合は、顧客が消費者の場合よりも、理論的な解決は容易であろう。仕向地
原則を採用するとして、二つの方法が考えられる。ひとつは、提供者が価格にY国の税を上乗せ
し、その税をY国に納付し、顧客Bがその税の税額控除を受けるという方法である。この方法では、
提供者Aの事務負担が大きく、かつ、Y国としては執行面の問題が発生する。すなわち、提供者
Aは、Y国でY国のVATの納税義務に服することとなるが、その場合に、提供者AがX国で負
担したX国のVATの仕入税額控除の取扱いが困難な問題を引き起こす。事業者Aが課税仕入に
おいて負担した税の仕入税額控除は、X国で認められるのか（この場合には、輸出免税に類した状
況となる。）、それともY国で認められるのか（ただし、X国のVATとY国のVATは、税率や
課税範囲が異なる可能性があり、困難な問題が発生する。）、それとも、いずれの国でも認められな
いのか（この場合には、二重課税が発生し、国際取引の阻害要因となる。）、あるいは双方の国で認
められるのか（双方の国で分割して認めることも考えられる。双方で完全な税額控除が認められた
場合には、中立性に反する結果となる。）が疑問となる。なお、こうして提供者AがY国で課税
される場合には、顧客Bにとってこの取引は通常の国内取引にすぎないこととなる。
　もうひとつの方法は、以上のような面倒を避けることが可能であり現在EUにおいて域内取引に
適用されているものであるが、提供者Aには輸出免税（あるいは、域内免税）を適用し、顧客B
にはリバース・チャージにより課税することである65）。なお、顧客Bには、同時に仕入税額控除
が認められる。
　顧客Bは、リバース・チャージにより自己賦課をするとともに、仕入税額控除を適用する。こ
64）この点に関連して、わが国では、輸出したことの証明が可能であれば、輸出免税が適用されることから、
　税額控除が可能である。
65）ただし、顧客が課税事業者であることの確認が必要である。また、相手国が類似の税制を有している場合
　はともかく、米国のように、国税（連邦税）としてのVATを有していない国の場合にどうするかという問
　題がある。また、免税とすることから、脱税あるいは租税回避の防止が重要な課題となる。
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れにより、消費課税の連鎖が国境を超えて継続する。
4．分析に基づいた論点の整理
（1）論点整理の前提
論点を整理するにあたり、何が達成されるべき目標であるかについて確認をしておきたい。
（i）消費税は、最終消費が行われた国の税収である。
　サービスの提供者の国とサービスの受益者の国が異なる場合には、サービスの受益者すなわち消
費者の所在する国（あるいは、サービスの受益者が最終消費者でない場合であっても、最終消費に
より近い国）で課税対象とされるべきである。
（ii）最終消費者への直接課税は避ける。
　サービスの顧客には課税事業者と最終消費者とがありうるが、最終消費者の場合には提供者に対
して課税することが必要である。米国での小売売上税の執行の実情をみても、消費者に自己の購入1
について申告納税を求めることは現実的ではない。もしこれが可能であれば、間接課税は不要であ
り、すべて直接消費課税を実施すればよいこととなる。
　ただし、サービスの提供を受ける者が課税事業者の場合には、事情が異なり、現実的な方策の採
用が可能である。たとえば、輸出免税とリバース・チャージの組み合わせが考えられる（リバース・
チャージを行わないと、課税売上割合の小さい事業者に租税回避の機会を提供することになる。）。
　他方、サービスの提供者に課税することができるかという点については、国内に全く施設を有し
ていない事業者に対して、そもそも納税義務を課することが法律論として可能かという問題が生ず
る。すなわち、国内に拠点のない事業者に申告と納税を義務付けることが可能かという疑問であ
る66）。
　また、執行の可能性にも疑問がある。たとえ、国内に一時的に滞在し国内でサービスの提供がな
されたとしても、一時的に国内に滞在する非居住者に対して課税できるかという問題が存在する。
　こうした場合に、法律上の納税義務があるとすると、次に、執行をいかに確保するかが問題とな
る。こうした納税者には特別の登録義務を課すほか、相手国からの執行協力を得ることが不可欠と
なる。
　さらに疑問となるのは、国内取引における事業者の課税との関係である。国内取引では、免税事
業者の制度が設けられているために、この制度を非居住者に適用したのでは課税はおぼつかない。
したがって、非居住者に対して実効性のある課税を行うためには、国内取引の場合とは異なる課税
の仕組みを工夫する必要がある。
66）この問題については、所得課税における「PEなければ課税なし」といった租税条約に基づいた課税の制
　限や米国の州の課税に対する憲法に基づいた制限がなく、かつ、国内に所在する者を取引をしている者を課
　税対象とするものあることから、基本的には問題はないと考えられるが、本稿の内容とは直接関係しないの
　で、これ以上は触れないこととする。
会計論叢第4号 一56一
（iii）事業者間の競争上の中立性を確保する。
　サービスに対する課税において、国内の事業者から受けたサービスは課税対象となり、国外の事
業者から提供されるサービスが課税対象外となる（あるいは、適用される制度や税率が異なる）こ
とは避けるべきである。また、モノとサービスの互換性からは、モノに対する課税とサービスに対
する課税のバランスの必要である（これは、前述（注20）の水野教授の指摘の通りである。）。
（iv）納税義務者の事務負担の増大を防止する。
　納税者にとっては、多数の国の税法に基づき、多数の国に対して申告と納付が必要となる事態は
極力回避されるべきである。他方、課税当局にとっても、非居住者たる納税者に対する課税の理論
的あるいは制度的な整備が必要となるほか、執行面での実効性の確保が重大な課題となる。最後の
点については、国際サービスに対する課税に対応するための税制改正が必要となるであろう。さら
に、関係各国との税制上の整合性の確保執行上の協力が必要であることから、消費課税に関する租
税条約が必要となる可能性が大きいと思われる。
（2）本章での分析の整理
　本章での上記分析の論点を整理する。なお、国際的サービスに対する課税において、達成すべき
達成すべき目標は次のとおりであると仮定する。
　イ　間接税としての課税の仕組みを維持すること。
　ロ　消費地国での課税が実現されること。
　ハ　消費地国での、国外からのサービスと国内からのサービスとの競争上の申立性を維持する
　　こと。
　二　納税者にとっての納税コストが過大とならないこと。
　A．1力国モデル（相手国の制度との調整を前提としないモデル）
　A－1　仕向地原則
　サービスの提供者は、X国では納税義務を負わない。ただし、相手国が仕向地原則の税制を採用
していれば、相手国（Y国）の税法に従う必要がある。なお、当該サービスにかかる課税仕入れに
かかる税額控除が認められるどうか、認められるとしてそれはX国で認められるのかY国で認め
られるのかが問題となる。このケースでは、Y国が国外（すなわち、　X国）に所在するサービス提
供者に対して、課税権を適切に執行しうるかという問題となる。Y国からみると、これは、国際的
サービスの輸入の問題であり、国内での競争上の中立性の問題である。
　なお、相手国が原産地原則を採用している場合には、サービスの提供者はY国でも納税義務を
《設例5》
X国（税率10％） 　　　　；　　　　；
　　　　lサービス1の提供
　　　　：
Y国（税率15％）
提供者A
　　：
対価i（100）
顧客B
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負わない。顧客が課税事業者の場合にはVATの取戻しの効果が発生するが、顧客が消費者の場合
には課税の対象外となり、経済的中立性の阻害が問題となる。
　A－2　原産地原則
　サービスの提供者は国内（X国）の税法に基づいてサービスの価格に税を上乗せし、申告および
納税を行う。
　X国の税を負担した顧客の取扱いは、顧客の国（Y国）が如何なる課税方式を採用しているか
によって異なる。Y国が原産地原則を採用しているとすると、顧客が課税事業者の場合には、負担
したX国の税をY国で税額控除できるのか否かという問題が発生する。顧客が消費者の場合には、
消費者は、X国の税を負担することになる。
　Y国が仕向地原則を採用しているとすると、サービスの提供者はY国でも課税される可能性が
ある。すなわち、重複課税となる可能性がある。
　A－3　輸出免税
　相手国の課税原則と自国の課税原則との問に整合性が欠けている場合には重複課税の可能性が発
生するが、これを未然に防止しているのが輸出免税の制度である。
　サービス提供者の国において輸出免税を適用するとする。この場合、サービス提供者は、X国で
の課税は免税となり、当該サービスにかかる課税仕入れにかかる税の還付が認められる。X国では、
仕向地原則の結果となる。
　顧客が消費者の場合には、相手国（Y国）がサービス提供者に課税しない限り、当該サービスは
完全に不課税となる。これは、課税の中立性に反するほか、VATの全体としての税収の減少につ
ながることとなる67）。
　B．ニカ国モデル（相手国との調整を前提とするモデル）
　B－1　双方が仕向地原則
　双方の国の執行協力が必要不可欠である。納税者にとっての事務コストが大きくなる。顧客が課
税事務者であるか消費者であるかで区分する。
　顧客が課税事業者の場合には、サービスの提供者は免税とし、顧客にはリバース・チャージを適
用する。相手国の顧客が課税事業者であるか否かの確認が、納税者にとっても、税務当局にとって
も重要な問題となる。
　顧客が消費者の場合には、サービスの提供者に相手国の税法を適用することになる。サービスの
提供者にとっては、取引相手国の数が増えると、それぞれの国に対して申告と納税をする必要があ
ることから、事務負担が大きくなる。なお、相手国の税務当局にとっても、正しい申告がなされて
いるか否かの確認は困難である。
　B－2　双方が原産地原則
　顧客が課税事業者の場合には、サービスの提供者においては、課税関係は通常の国内取引と変わ
67）双方の国のサービス提供者がそれぞれ相手国の消費者にサービスを提供した場合には、全体として税収は
　ゼロとなるという不都合が生ずる。租税回避を誘発することとなろう。
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らない。顧客にとっては、国外でVATを負担することになることから、この負担したVATの取
扱いが問題となる。すなわち、国外で負担したVATの還付あるいは仕入税額控除をどうするかで
ある。
　顧客が消費者の場合にも、サービスの提供者においては、課税関係は通常の国内取引とかわらな
い。なお、顧客は、国外のVATを負担することになるb
　サービスの提供者にとって、事務上の追加的負担は発生しない。しかしながら、顧客が課税事業
者にの場合には面倒が生ずる。また、消費地国での課税の立性が阻害されるほか、本来の消費地国
での課税は実現しないこととなる。
　B－3　統一税制モデル（清算方式モデル）
　国際的な統一税制、EUが1993年に導入しようとした理想である。これは、各加盟国が原産地
原則で課税するものであるが、原産地原則を採用した場合の税収配分の矛盾を、加盟国間の清算に
よって解決しようとするものである。税収は、最終消費に関する統計数値に基づいて、各国間で配
分する。なお、配分の方式としては個別取引を合計する方式とマクロ的な統計数値を利用する方式
の二つが考えられていた。
5．小括
　本章では、一般論として、国際的サービスに対する消費課税のあり方について論じた。
　VATタイプの消費課税においては、消費地国での課税（仕向地原則）が基本であり、かつ、間
接税としての性格を維持すべきことを前提とすると、課税の方式は、サービスの提供者の所在地が
いずれの国であるかを問わず、サービスの提供者が、当該顧客の所在地である国の税法に基づいて
VATを当該消費地国に納付する方式を採用すべきである。なお、この場合には、執行上の困難が
想定される。こうした困難を克服するためには、国際的な執行協力が不可欠となる。こうした困難
を回避するためには、次善の策として、部分的な原産地原則の採用が考えられる。すなわち、仕向
地原則あるいは原産地原則のいずれかの方式を徹底させることは、少なくとも現時点では現実的で
はなく、双方の適切なミックスを図ることにより、妥当な結果が得られるように工夫を積み重ねる
ことが必要である。
　次章では、本章までの分析検討を踏まえ、今一度わが国の制度に立ち返り、わが国の制度の特色
と問題点を明らかにするとともに、如何なる制度改正が必要かについて検討する。
V．改善のための方策（結論）
　本章では、国際的サービスに対する消費課税のあり方に関連したEUでの経験やモデル分析を踏
まえ、わが国の制度の今後のあり方について検討を試みることとしたい。なお、本章では、知的サー
ビスの提供やインターネットによる配信など、サービスの提供の場所が明らかでないサービスを中
心に検討する。
1．わが国の制度の特徴
わが国における国際的サービスに対する消費課税の特徴と問題点は第ll章でみたとおりである
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が、特に次の点が重要である。
　第一に、国際的サービスについても、「サービスが提供された場所」がサービス提供の場所とされ、
こうした場所が明らかでない場合には、サービスの提供者の事務所等がサービス提供の場所とされ
ていることである。これは、原則としての原産地原則である。
　第二に、国際的サービスの一部（国内に事務所等を有する者から非居住者に提供されたサービス）
には、輸出免税としての取扱いが認められていることである。したがって、第一の点と第二の点を
合わせると、国内に所在する者から国外に所在する者に提供されるサービスについては、結果とし
ての仕向地原則が適用されている。
　第三に、国外に所在する事業者あるいは国内に固定的施設を持たない事業者から国内の顧客が受
け取ったサービスについては、課税のための仕組みが欠如していることである。第一の点と合わせ
て考えると、課税対象外となる。これは、原産地原則が適用されていることを意味する。すなわち、
国内での消費に対する課税の一部が放棄されている。また、相手国で課税されている場合には、そ
の税を税額控除する方法がないことから、結果的に重複課税となる可能性も存在する。
2．問題点
　以上の特徴から、以下の問題点を指摘することが可能である。
　第一に、物品（有形資産）の取扱いは税関の機能を利用することにより輸出入としての管理が行
われ仕向地原則が実現されているが、サービスについては税関の機能が働かないために仕向地原則
と原産地原則の混在した結果となっている。これは、物品とサービスでの課税上のバランスを失し
ており、不公正をもたらすものである。
　第二に、国内から国外へのサービスは輸出免税が適用されているが、国外の顧客が消費者の場合
には、相手国の税制にもよるが、当該サービスは最終的に不課税となる可能性が高い。したがって、
中立性に反する結果となるほか、相手国にとっては税収面のマイナスとなる。なお、顧客が課税事
業者の場合であっても、租税回避の可能性が残ることになる。
　第三に、国外から国内へのサービスには課税のために必要な制度が設けられていないことから、
顧客が消費者の場合には、国内からのサービスとの間で中立性を阻害する結果をもたらす。また、
顧客が課税事業者の場合には、国外からのサービスを節税目的で利用することが可能である。
3．　改善案（結論として）
　上記の問題点について、EUでの経験から学んだところを参考とすると、考えられる改善策は次
のとおりである。
　なお、消費者に対して直接課税する方法については、ここでは検討の対象外とする。
（1）相手国との調整を前提としない場合
　国際的サービスのうち、提供者が国外に所在し顧客が国内に所在する場合（輸入に類したものの
場合）における課税の仕組みの整備が必要である。
　サービスの顧客が課税事業者の場合には、リバース・チャージの制度を導入すべきである。これ
により、課税売上割合の小さい事業者が国外からサービスを購入することにる節税の機会をなくす
ことで、課税の公平が維持される。
　サービスの顧客が消費者（課税事業者以外の者）の場合には、サービスの提供者に対する課税の
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仕組みを構築すべきである。登録制や納税代理人の制度などが考えられる。また、国内に固定的施
設を有しているサービス提供者の場合であっても、国内の零細事業者を対象とした免税事業者制度
との関係を整備する必要がある。
　いずれにせよ、現行の国内消費課税方式（言い換えると、一力国課税方式）を取る限り、仕向地
原則を取るにせよ、原産地原則をとるにせよ、中立的で合理的な課税の実現には限界があることは
明らかである。消費者に対する直接課税が選択肢とならないとすると、サービスの提供者に課税を
するほかはない。
（2）相手国との調整を前提とする場合
　消費課税の全体としての合理性や整合性を維持するためには、税関の機能に依存できない場合は、
相手国との調整が不可欠である。その場合には、EUにおける加盟国間取引に対するシステムの経
験に学ぶことが有益である。仕向地原則と原産地原則の折衷により、妥当な課税の実現を図るべき
である。その前提としては、課税原則、税率あるいは課税範囲について、相手国の税制との近似性
が不可欠である。特に、原産地原則か仕向地原則かの調整が必要である。課税範囲や税率が類似し
ていることも、仕入税額控除の問題の解決には不可欠である。
　相手国との調整は、消費課税における国際課税の導入の仕組みを意味する。租税条約のような形
式での調整が基本的方式となろう。条約相手国の顧客に対しては、相互主義に基づいた軽減税率の
適用もありうる。具体的には、租税条約によって、EUの加盟国間の取扱いと同様な関係を、条約
相手国との問で構築することが考えられる。
　なお、相手国に所在するサービスの提供者に課税するとして、サービス提供者の所在国のVAT
を課税するのか、それとも、消費者の所在地国のVATを適用するのか、という問題がある。後者
の場合には、サービス提供者にとって事務負担が大きい（すなわち、他の国のVATについても精
通する必要が生ずるからである。これは、EUにおいても、もっとも重要な課題とされており、ワ
ンストップ・ショップ制の導入により事務負担の軽減が図られている。）。また、その税収をいずれ
の国が受け取るかという問題が生ずる。これは、仕入税額控除の権利の問題と密接な関係を有する。
相互主義の観点から解決されるべきであり、納税者の事務負担と税務当局の執行可能性、競争上の
中立性などを考慮して解決が図られるべきであろう。場合によっては、サービスの提供者に対して、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（相手国政府によって税を徴収してもらい、国家間で一定の方式により相互に相殺し、清算する方式
も考えられる（ただし、EUの経験に照らしても、実現のための困難は大きい。）。
　国際的な二重課税や二重不課税を防止するためには、世界的な共通システムとしてのEUの制度
との整合性が必要である。その意味でも仕向地原則への共通化が望ましい。
　EUは税関に依存しないVAT制度の構築に向けて試行錯誤を繰り返しており、わが国としても
参考とすべきものである（EU域内制度など相違点はあるが、共通する部分もある。）。
　仕向地原則への移行にあたっての障害のひとつは、執行体制の問題である。対内的サービスに対
する課税を的確に実施することは容易ではないと考えられる。登録制度の導入などが課題となる。
これは、わが国の基本的な仕組みの問題となる。国内に事務所など固定的施設を有さない事業者に
対する課税の仕組みを準備する必要がある。この場合にも、相手国との執行協力は不可欠である。
　以上のように、相手国との調整を前提とする場合には、理論的な問題とともに、執行上の問題の
解決が重要となる。理論的には正当であっても、脱税に対して脆弱なシステムの場合には、重大な
問題が発生するからである。この点はEUの経験からも明らかである。
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（3）VAT（消費税）の構造的な問題とその解決の方法
　付加価値税タイプの税の場合には、税関機能の利用による国内課税の実現（一国課税）が可能で
あることが不可欠の前提になっていると考えられる。すなわち、モノやサービスの供給者と消費者
の双方が同一国内に存在し、供給者が消費者に転嫁した税を国庫に納付するものである。
　なお、モノやサービスの供給者と顧客（消費者）が別の国に存在する場合であっても、税関によっ
て完全な管理が可能であれば、一国課税の延長として執行可能なものとなる。
　ところが、税関が機能しない状況のもとで、提供者と顧客が別の国に所在する場合には、（1）
供給者の所在地国の税務当局が国内分と同時に国外分の税を微収し、顧客の所在地国の国庫に送金
するか、（2）供給者が顧客の所在する国に対して納税するしかない（当該消費者が直接納税する
方式は検討外とする。）。前者は執行面では効率的であるが国家間の政治的な調整が困難である。後
者は政治的には解決可能であるが、執行が極めて困難である。強力な協力体制（統一的な課税組織）
が必要となる68）。
　EUのような経済共同体の場合には、　EU全体を一国と見立てた制度を構築できる可能性がある。
これは、課税は各加盟国が原産地原則にしたがって実施し、徴収された税収は仕向地原則にした
がって各加盟国間に配分することで実現される。これは、1993年に、欧州委員会が考えたアイデ
アである。ただし、現在に至るも、こうした理想が実現する見通しは立っていない。仕向地原則で
VATを適切に運営するには、一元的な税務執行が必要となる。すなわち、統一税務機関の設置で
あるが、これも、非現実的である。
　これに対して、共同体の関係にない第三国との関係では、考えられるのは、租税条約による相互
主義に基づいた取り決めである。相互に国外消費分も課税のうえ相手国に送金するか、それとも、
相互に情報を交換して、それぞれが直接に供給者に課税するかである。
　しかしながら、いずれの解決策も、直ちに実現する可能性は薄い。当面は、現在発生している問
題点の改善を図っていくのが現実的である。
4．小括
　本章では、わが国が取るべき改善策について、ll章からIV章までの検討結果を踏まえて、若干の
提言を試みた。
　とりあえず着手すべきは、国内消費課税の原則を徹底することである。すなわち、国外から国内
に提供されるサービスに対する課税の仕組みを整備することが必要である。国内から国外へのサー
ビスの取扱いと平灰を合わせる形で、国内での課税を検討する必要がある。また、そのことで、モ
ノの取扱いとある程度の整合性が取れることとなる。
　また、中長期的には、税制の国際的な共通化を進めつつ、二国間あるいは多国間での執行協力を
前提として、課税の公平あるいは中立性の確保を目指すべきである。この場合、消費課税に関する
租税条約の締結が現実的な選択肢となるであろう。
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Vエ．おわりに
　国際的な取引が活発化してもその取引対象の多くが有形資産たる物品に限定されていた時代に
は、税関の機能を利用した輸出および輸入の仕組みによって、国内消費に対する課税の延長として
の課税制度の構築が可能であった。しかしながら、今日のように経済取引のグローバル化が進展し、
無形資産やサービスの取引のウェートが大きくなった時代にあっては、現行の税関機能に依存した
仕組みの限界が目立つようになった。取引の国際化という課題に対して、現行の制度によって適切
に対処することは極めて困難である。
　取引の国際化への対処という課題に取り組むためには、消費課税の分野においても、所得課税の
分野と同様に、国際課税としての側面の整備を図っていく必要がある。それは、消費地国課税の原
則（仕向地原則）を基本としつつ、必要に応じて生産地国課税（原産地原則）を取り入れたものと
すべきである。また、現行の間接課税の方式は、可能な限り維持すべきであろう。
　制度の見直しに当たっては、国内限りで対応可能な当面の制度改正と、国際的な協力を必要とす
る本格的な制度改正の二段階が考えられる。前者においては、国外に所在する者（あるいは、非居
住者）が国内で提供するサービスに対する課税の仕組みを整備することが緊急の課題であろう。後
者においては、双方の国の消費課税制度の共通化や情報交換制度の活用が前提として必要となるで
ある。そのうえで、「租税条約による相互主義に基づいた原産地原則の適用」が最終的な方向とな
るのではなかろうか。なお、ここでいう原産地原則は仕向地原則を実現するための手段としての原
産地原則である。いずれにしても、そ目標実現に至るまで道は遠く、問題点は山積している。この
分野での今後一層の研究が必要であると考える。
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